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第 1章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と目的 

わが国では、近年の出生数の減尐や出生率の低下に伴い確実に尐子化が進んでおり、

国立社会保障・人口問題研究所における人口推移においても現在の傾向が続けば、50

年後には、日本の総人口が１億人を割り、１年間に生まれる子どもの数が現在の半分以

下の 50 万人を割るものと推計しています。 

ライフスタイルの多様化により未婚化・非婚化が進行するだけでなく、晩婚化・晩産

化が進行しており、結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状が

影響していることがうかがわれることから、次世代育成支援として、

平成 15 年 7月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地

方公共団体および事業主が行動計画を策定することを通じて、次世

代育成支援対策の推進を図ってきました。 

しかしながら、現在子どもや子育てをめぐる環境の現実は厳しく、

近年の家族構成の変化や地域のつながりの希薄化によって、子育て

に丌安や孤立感を感じる家庭は尐なくありません。また、仕事と子

育ての両立を支援する環境の整備が求められています。 

このような現状・課題に対応し、子育てをしやすい社会にしてい

くために、国や地域を挙げ、子どもや子育て家庭を支援する新しい

支え合いの仕組みを構築することが求められ、「子ども・子育て関

連３法」が平成 24年８月に成立しました。 

子ども・子育て関連３法に基づく、新たな子育て支援の仕組み「子

ども・子育て支援新制度」では、①質の高い幼児期の学校教育・保

育の総合的な提供、②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、③地域の子ども・

子育て支援の充実、を目指しています。 

そして、子ども・子育て関連３法の一つ、「子ども・子育て支援法」では、都道府県、

市町村は、「子ども・子育て支援事業計画」を策定していくことを義務づけられています。  

そこで、本計画は、こうした背景を踏まえ、次世代育成支援行動計画の実施評価や子

育て家庭へのアンケート調査結果等をもとに、子どもを取り巻く現状と今後の方向性を

明確にし、「子どもにとっての最善の利益」を確保できるよう、特に幼児期の学校教育・

保育を提供する体制を確保する計画を策定するとともに、地域子ども・子育て支援事業

の実施に関する計画を策定するものです。 

 

 

 

 

 

写真 
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なお、あわせて四條畷市総合計画に掲げられている「すべての親と子の育ちと学びへ

の応援」の実現に向け、四條畷市における子育ての支援、母性ならびに乳児および幼児

の健康の維持増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育

成する家庭に適した良質な住宅および良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との

両立の推進、その他の子ども・子育て支援対策の実施に関する計画を策定するものです。 

 

 

 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条第１項に基づく、市町村行動計画として

位置づけます。国より示された「子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事

業計画の基本指針」に基づき、四條畷市の独自性を踏まえながら、四條畷市が取り組む

べき対策と達成しようとする目標や実施時期を明らかにし、財政状況を勘案しながら集

中的、計画的に取り組みを推進します。 

また、四條畷市総合計画の子ども・子育てに関連する分野の部門別計画として位置づ

けるとともに、国の「次世代育成支援対策推進法」による市町村行動計画として策定し

ます。「四條畷市地域福祉計画」「四條畷市障がい者長期計画」「四條畷市男女共同参画推

進計画」などの諸計画との整合および連携を図りながら、この計画における個々の施策

を推進していきます。また、子どもと子育てを取り巻く施策としては、保健、医療、福

祉、教育、労働、住宅・都市基盤整備などあらゆる分野があり、これらの施策の総合的・

一体的な推進を図っていきます。 

なお、この計画における「子ども」とは、胎児から乳幼児期、学童期、思春期を含む

18 歳までの子どもとします。また、本計画の主たる対象は、子どもと保護者（子育て

家庭）とします。 
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３ 本計画と四條畷市子ども基本条例 

1989 年「子どもの権利条約」が国連総会で採択され、1994年には日本でもこの条

約を批准しています。 

本市は、これまで権利の主体は子どもたちにあるといった「子どもの権利条約」の趣

旨を踏まえ、一人ひとりをかけがえのない存在として、人としての尊厳を重んじて関わ

ること大切にしながら人権保育・人権教育の取り組みを進めてきました。 

平成 27 年度から新たに始まる子ども・子育て支援新制度の施行に伴う本計画の策定

にあたり、子どもの権利条約の批准から 20年目という節目を機に、すべての子どもが

その人権を侵害されることなくその子らしく幸せに生きられることを目指し、子どもの

最善の利益を尊重することを謳った「四條畷市子ども基本条例」を制定するとともに、

本計画においても「四條畷市子ども基本条例」の理念や考えを踏まえ、子どもの権利を

守る取り組みを進めていきます。 

 

 

 

４ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、自治体は平成 27 年度から５年を１期とした事業計

画を定めるものとしています。本計画は、５年ごとに策定するものとされていることか

ら、平成 27年度から平成 31 年度までを計画期間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、計画の中間年において計画の見直しを

行うものとします。 

 

【 計画期間 】 

 

平成 

26 年度 

 

27 年度 

 

28 年度 

 

29 年度 

 

30 年度 

 

31 年度 

策定 

  

 

  

 

計画の見直し 
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子どもたち一人ひとりの個性を尊重し 

可能性を育むまちづくり（仮） 

第２章 基本理念と施策の体系 

１ 子育て支援環境づくりの理念 

本計画では、「なわて子どもプラン（四條畷市次世代育成支援地域後期行動計画）」の基本

理念を継承するとともに、国が示す子ども・子育て支援の意義や四條畷市子ども・子育て会

議、子ども・子育て支援アンケート調査の結果を踏まえ、四條畷市のめざす将来像として、 

次のように基本理念を定めます。 

 

 

 

 

  

 

２ 基本的な視点 

（１）子どもの視点に立った支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

四條畷市で育つ子どもが家族の愛情の下に養育され、自ら

も家族の一員としての様々な役割を果たしながら成長を遂げ

ていけるよう、子どもの視点に立ち、乳幼児期 の人栺形成

を培う教育・保育については良質かつ適切な内容及び水準の

ものとなるように配慮し、子どもの健やかな発達が保障され

「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す取り組み

を進めます。 

 

（２）切れ目のない支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

すべての家庭及び子どもに対して、地域のニーズに応じた多様かつ総合的な子育て支

援を質・量両面にわたり充実させ、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行っていく

ため、保護者の気持ちを受け止め、寄り添いながら相談や適切な情報提供を行うこと、

発達段階に応じた子どもとの関わり方等に関する保護者の学びの支援を進めます。 

 

 

 

 

 

写真 
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（３）地域社会全体による支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

「すべての子どもと家庭」への支援を実現するため、社会のあらゆる分野におけるす

べての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働

し、身近な地域で子どもや子育てを見守り、支えあうことができるような仕組みづくり

に取り組みます。 

 

 

３ 基本目標 

 

基本目標１ すべての親と子の育ちと学びを応援する環境の整備 
 

子どもの育成について第一義的責任を負うのは、親であり、親は愛情あふれる温かい

ふれあいやしつけなどを通して、子どもの好ましい道徳性や生活態度を養い、人として

の生き方を伝えていかなければならない責任があります。近年、女性の就労率の上昇や

育児休業制度の普及などにより、子育て家庭においても共働きが増えています。また、

勤務形態も多様化しており、現在就労していない母親でも潜在的な就労意向を持つ人が

多くなっています。 

子ども・親を取りまく学校・幼稚園・保育所その他の施設等に従事する教職員、そし

て地域の人たちを含めたすべての大人が、子どもが健やかに育っていけるよう、それぞ

れの立場で最善のかかわりができるようにしていくことが必要です。 

 

 

基本目標２ 子どもの権利擁護の推進 
 

障がいのある子どもやその保護者からは、福祉・教育分野などの行政というそれぞれ

の立場からの支援ではなく、その子の一生を見据え、その子を中心に据えた一貫した支

援ができるようなシステムづくりが、強く求められています。 

また、非行、丌登校、いじめ、虐待など、子どもにはさまざまな深刻な問題が発生して

います。このような状況に対処するために、各関係団体が連携して迅速で適切な支援がで

きるように体制を整備して行きます。 
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基本目標３ 母と子どもの健康の確保と増進 
 

安心して子どもを生み育てることのできる環境を整えるためには、妊娠期、出産期、

新生児期、乳幼児期を通じた母子の健康の確保と、必要時に診てもらえる小児医療体制

が重要です。 

安心して健やかな子どもを生み育てることができるように、安全で快適な妊娠、出産

環境を確保するとともに、乳幼児期から思春期までの子どもの健やかな発育、発達を支

えるよう支援します。 

 

 

基本目標４ 家庭と仕事の両立の支援 
 

仕事と子育ての両立を支援するためには、保育サービスの充実を進めるとともに、仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に対する取り組みを推進し、その背景に

ある固定的な性別役割分担意識の改革が必要です。 

また、子育て中の母親が、育児への深刻な悩みや閉塞感で行き詰まってしまう背景に

は、仕事が生活の中心となりがちな夫への配慮から一人で子育てを担わざるを得ないこ

とや、長時間子どもと二人きりの生活を強いられてしまうことにも原因があると考えら

れます。 

このような状況を改善するためには、職場優先の意識を改め「働き方の見直し」によ

り、すべての労働者が仕事時間と生活時間のとれる多様な働き方を選択できるように働

きかけていきます。 

 

 

基本目標５ 子どもが安心・安全にくらせるまちづくり 
 

尐子・高齢化の急速な進展、本栺的な成熟社会の到来など、社会情勢が大きく変化す

る中で、市民の協働と参画による、だれもが安心して子育てができる社会環境づくりが

求められています。 

子どもや子ども連れでの行動に心理的な負担感や丌安感を持つことなく、伸び伸びと

自由に行動できるように、親子が安全に安心して暮らせる生活環境の整備を推進します。 

また、交通安全対策や道路整備、防犯対策などにおいても、子どもと子育て中の親が

安心して日常生活を送ったり外出したりできるようにするための、子育て支援に向けた

環境整備を進めていきます。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【基本目標】 

【施策の方向】 

 
 
 

１ すべての親と子

の育ちと学びを

応援する環境の

整備 

【基本理念】 

☆①すべての子育て家庭への支援 

☆②就学前保育の充実 

☆③情報提供と相談体制の充実 

④次代を担う親の育成 

⑤子どもの生きる力の育成に向けた教育環境の整備 

①児童への権利侵害対策の充実 

☆②障がいのある子どもの施策の充実 

③ひとり親家庭などの自立支援 

①健診と連携した子育て支援 

☆②子どもや母親の健康の確保 

 

２ 子どもの権利擁

護の推進  

３ 母と子どもの 

健康の確保と増進 

 
 

４ 家庭と仕事の両

立の支援 

 

５ 子どもが安心・

安全にくらせる

まちづくり 

子
ど
も
た
ち
一
人
ひ
と
り
の
個
性
と
可
能
性
を
育
む
ま
ち
づ
く
り
（
仮
） 

【基本目標】 

②就業環境改善への働きかけ 

☆③仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

①男女共同参画への意識づくり 

①安心して外出できる環境の整備 

②子どもを犯罪などの被害から守るための活動の推進 

③すごしやすい保育・教育環境の確保 

☆印は、国が地方自治体に求める「子ども・子育て支援事業計画」 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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第３章 子ども・子育てを取り巻く状況 

１ 社会的な状況 

（１）人口のまとめ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 人口の推移 

四條畷市の総人口は、平成 22 年以降減尐しており、平成 25 年３

月末日現在で 57,238人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 人口の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳および外国人登録人口（各年３月末日現在） 

 

9,303 9,108 8,928

36,583 36,107 35,557

10,965 11,431

57,602 57,645 57,459 57,238

8,7269,394

36,91137,243

12,95512,23511,768

57,270

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

(人)

 

 

 

 

 

写真 

0
50,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

0
100,000

年尐人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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② 年齢別就学前児童数の推移 

四條畷市の年齢別就学前児童数は、減尐しており、平成 26 年３月末日現在で 2,766

人となっています。 

 

【 年齢別就学前児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳および外国人登録人口（各年３月末日現在） 

 

 

③ 合計特殊出生率の比較 

四條畷市の合計特殊出生率は、国や大阪府に比べて高い水準でしたが、減尐傾向にあ

り、平成 20～24 年では国と同程度になっています。 

 

【 合計特殊出生率の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 人口動態保健所・市区町村別統計（人口動態統計特殊報告） 

499 467 412 417

491 478 446 443

565 562
448

610 547 566 532 489 477

625 610 548
562 533 470

626
626

612
551 562

511

3,510
3,380

3,213
3,025 2,943

2,766

526 434

558 536

529 490 479

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

(人)

1.00

1.20

1.40

1.60

平成10～14年 平成15～19年 平成20～24年

四條畷市 大阪府 国

1.38

1.44
1.41

1.30

1.25

1.32

1.36
1.31

1.38

1.00

1.20

1.40

1.60

平成10～14年 平成15～19年 平成20～24年

四条畷市 大阪府 国

0

100

200

300

400

500

600

700

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（２）世帯のまとめ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 核家族世帯数等の推移 

四條畷市の世帯構成は、核家族世帯の占める割合が最も高く６割以上を占めています

が、近年は減尐しています。 

 

【 核家族世帯数等の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

【 核家族世帯の内訳の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

28.1 30.2 31.0

56.2 54.5

9.8 10.4 11.2 12.2

25.2

62.9 59.4

2.1 2.2 2.3 2.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(％)

夫婦のみの世帯 夫婦と子どもからなる世帯
男親と子どもからなる世帯 女親と子どもからなる世帯

14,299 14,005

21,70921,13319,90618,791

13,54012,690

64.5
67.768.067.5

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(世帯)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

0.0
20.0
40.0
60.0
80.0
100.0

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

0.0
100.0

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

0.0
20.0

夫婦のみの世帯 夫婦と子どもからなる世帯

男親と子どもからなる世帯 女親と子どもからなる世帯



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（３）就業のまとめ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 労働力率の推移 

四條畷市の女性の労働力率は、平成22年は平成17年に比べて20歳代後半から30

歳代にかけてやや上昇がみられるものの、依然として 30 歳代の出産・育児期に落ち込

み、再び増加するＭ字カーブを描いています。 
 

【 労働力率の推移（女性、25～39 歳抜粋） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※労働力率 ＝ 15 歳以上人口に占める労働力人口の比率 

 

資料：国勢調査 

 

② 共働き世帯の推移 

四條畷市の共働き世帯は、平成 22 年は平成 17年に比べて共働き世帯数は減尐して

いるものの、子どもがいる世帯の占める割合は増加しています。 
 

【 共働き世帯の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

13,20213,81913,34412,738

4,7335,1614,8904,981
3,4753,6783,5243,749

75.3 72.1 71.3 73.4

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(世帯)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（％）

夫婦のいる世帯 共働き世帯

共働き世帯のうち子どもありの世帯 共働き世帯のうち子どもありの世帯の割合

43.3

58.4 58.1

59.5

47.1

62.9

50.0 49.1

68.0

55.7 55.5

69.8

20.0

40.0

60.0

80.0

25～29歳 30～34歳 35～39歳

（％）

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

20.0

40.0

60.0

80.0

25～29歳 30～34歳 35～39歳

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

夫婦のいる世帯 共働き世帯

共働き世帯のうち子どもありの世帯 共働き世帯のうち子どもありの世帯の割合

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

夫婦のいる世帯 共働き世帯

共働き世帯のうち子どもありの世帯 共働き世帯のうち子どもありの世帯の割合
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２ 教育・保育の状況 

（１）認可保育所（園）・幼稚園のまとめ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 就学前児童数と認可保育所（園）在籍者数の推移 

四條畷市の認可保育所（園）在籍者数は、平成 24 年までは横ばいで推移していまし

たが、平成 25 年からは微増傾向がみられます。また、就学前児童数が年々減尐してい

ることから、平成 21 年以降、在籍割合は増加しています。 
 

【 就学前児童数と認可保育所（園）在籍者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳および外国人登録人口（各年３月末日現在） 

庁内資料（各年５月１日現在）             

 

② ３歳から５歳の児童数と幼稚園在籍者数の推移 

四條畷市の３歳から５歳の児童数は、減尐しており、幼稚園在籍者数も減尐していま

したが、平成 25 年からは微増傾向がみられます。そのため、在籍割合も平成 24 年ま

では減尐していましたが、平成 25 年以降増加しています。 
 

【 ３歳から５歳の児童数と幼稚園在籍者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳および外国人登録人口（各年３月末日現在） 

庁内資料（各年５月１日現在）             

1,783 1,726 1,645
1,458

769 714 750 753

1,861
1,584

847 801

51.6

44.945.5 44.6 43.4
47.3

0

500

1,000

1,500

2,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

(人)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

（％）

３歳から５歳の児童数 幼稚園在籍者数 在籍割合

3,380 3,213 3,025
2,766

968 959 998 986

2,943
3,510

971968

35.6

28.7

33.9
31.7

30.1
27.6

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

(人)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

（％）

就学前児童数 認可保育所（園）在籍者数 在籍割合

0
1,000
2,000
3,000
4,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

0.0

20.0

就学前児童数 認可保育所（園）在籍者数 在籍割合

0

500

1,000

1,500

2,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

0.0
10.0
20.0

30.0
40.0
50.0

３歳から５歳の児童数 幼稚園在籍者数 在籍割合
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３ アンケートから見られる現状 

（１）お子さんとご家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもをみてもらえる親族・知人 

・「緊急時もしくは用事のとき

にはご自身や配偶者の親、親

せきにみてもらえる」の割合

が 60.3％と最も高く、次い

で「日常的にご自身や配偶者

の親、親せきにみてもらえ

る」の割合が 31.6％、「緊

急のときや用事があるとき

に子どもをみてもらえる友

人や知人がいる」の割合が

16.3％となっています。 

 

 

 

② 母親と父親の就労状況 

・母親は、「以前は働いていた

が、今は働いていない」の割

合が 47.6％と最も高く、次

いで「パート・アルバイトな

どで働いている」の割合が

20.5％、「フルタイムで働い

ている」の割合が 18.2％と

なっています。 

・父親は、「「フルタイムで働い

ている」の割合が 91.9％と

最も高くなっています。 

 

 

％

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、今
は休んでいる（産休・育休・介
護休業中）

パート・アルバイトなどで働い
ている

パート・アルバイトなどで働い
ているが、今は休んでいる（産
休・育休・介護休業中）

以前は働いていたが、今は働い
ていない

これまで働いたことがない

無回答

18.2

5.6

20.5

0.4

47.6

4.2

3.5

91.9

0.2

0.9

0.0

0.7

0.0

6.3

0 20 40 60 80 100

フルタイム 

パート・アルバイト 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

パート・アルバイト 

就労していない 

N = 572 ％

日常的にご自身や配偶者の
親、親せきにみてもらえる

緊急時もしくは用事のとき
にはご自身や配偶者の親、
親せきにみてもらえる

日常的に子どもをみてもら
える友人や知人がいる

緊急のときや用事があると
きに子どもをみてもらえる
友人や知人がいる

いずれもいない

無回答

31.6

60.3

4.4

16.3

11.4

0.5

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

母親（N = 571）

父親（N = 553）



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 平日利用している教育・保育事業 

・「認可保育所（市役所に申し

込んで入る公立保育所や私

立保育園）」の割合が 43.8％

と最も高く、次いで「幼稚園

（通常の就園時間だけ利用

している）」の割合が 32.5％、

「幼稚園＋幼稚園の預かり

保育（通常の就園時間に利用

し、さらに時間を延長して、

定期的に預かってもらって

いる）」の割合が 15.0％と

なっています。 

N = 379 ％

幼稚園（通常の就園時間だけ利用
している）

幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通
常の就園時間に利用し、さらに時
間を延長して、定期的に預かって
もらっている）

認可保育所（市役所に申し込んで
入る公立保育所や私立保育園）

認定こども園（施設の中に幼稚園
と保育所がある施設）

家庭的保育（保育士などがその自
宅などで子どもを預かるサービ
ス）

事業所内保育施設（会社や病院が
主に従業員のために子どもを預か
る施設）

自治体が認証・認定した保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッター
などが自宅を訪問して子どもをみ
てくれるサービス）

つどいの広場や子育て総合支援セ
ンターなど子育ての仲間が集まる
場

ファミリー・サポート・センター（子
育てを手伝って欲しい人と子育てのお
手伝いができる人がそれぞれ会員とな
り、地域で子育てを助け合う有償ボラ
ンティアを支援するサービス）

幼稚園における未就園児の預かり
保育

その他

無回答

32.5

15.0

43.8

0.5

0.0

0.3

0.3

1.8

0.0

5.5

0.8

2.4

2.6

0.3

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 
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② 平日利用したい教育・保育事業 

・「幼稚園＋幼稚園の預かり保

育（通常の就園時間に利用し、

さらに時間を延長して、定期

的に預かってもらってい

る）」の割合が 39.2％と最

も高く、次いで「認可保育所

（市役所に申し込んで入る

公立保育所や私立保育園）」

の割合が 36.2％、「つどい

の広場や子育て総合支援セ

ンターなど子育ての仲間が

集まる場」の割合が 26.2％

となっています。 

 

N = 572 ％

幼稚園（通常の就園時間だけ利
用）

幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通
常の就園時間に利用し、さらに時
間を延長して、定期的に預かって
もらっている）

認可保育所（市役所に申し込んで
入る公立保育所や私立保育園）

認定こども園（施設の中に幼稚園
と保育所がある施設）

小規模な保育施設（主に３歳未満
の子どもをおおむね６～19人預か
る施設で、市役所が認可したも
の）

家庭的保育（保育士などがその自
宅などで子どもを預かるサービ
ス）

事業所内保育施設（会社や病院が
主に従業員のために子どもを預か
る施設）

自治体が認証・認定した保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッター
などが自宅を訪問して子どもをみ
てくれるサービス）

つどいの広場や子育て総合支援セ
ンターなど子育ての仲間が集まる
場

ファミリー・サポート・センター（子
育てを手伝って欲しい人と子育てのお
手伝いができる人がそれぞれ会員とな
り、地域で子育てを助け合う有償ボラ
ンティアを支援するサービス）

幼稚園における未就園児の預かり
保育

その他

特になし

無回答

17.0

39.2

36.2

15.9

6.6

3.3

7.0

2.8

0.9

2.4

26.2

7.7

13.8

1.4

5.2

2.8

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

16 

N = 572 ％

つどいの広場や子育て総合
支援センター

その他市が実施している類
似の事業

利用していない

無回答

20.8

2.4

72.9

5.1

0 20 40 60 80 100

 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

・「利用していない」の割合が

72.9％と最も高く、次いで

「つどいの広場や子育て総

合支援センター」の割合が

20.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

・「新たに利用したり、利用日

数を増やしたりしたいとは

思わない」の割合が 54.4％

と最も高く、次いで「利用し

ていないが、今後利用した

い」の割合が 22.7％、「す

でに利用しているが、今後利

用日数を増やしたい」の割合

が 12.4％となっています。 

 

 

 

 

N = 572 ％

利用していないが、今後利
用したい

すでに利用しているが、今
後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日
数を増やしたりしたいとは
思わない

無回答

22.7

12.4

54.4

10.5

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

17 

 

（４）一時預かり等の短時間サービスについて ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 病気やケガで通常の事業が利用できなかったこと、その主な対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１年間に、お子さんが病気やケガで通常の事業が利用できなかったことが「あった」

の割合が 78.4％となっています。 

・対処方法として、「母親が仕事を休んだ」の割合が 52.9％と最も高く、次いで「ご

自身や配偶者の親、親せき、友人・知人にみてもらった（同居している場合も含む）」

の割合が 33.0％、「働いていない父親か母親が子どもをみた」の割合が 32.7％と

なっています。 

N = 379 ％

あった

なかった

無回答

78.4

20.3

1.3

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 
N = 297 ％

父親が仕事を休んだ

母親が仕事を休んだ

ご自身や配偶者の親、親せ
き、友人・知人にみても
らった（同居している場合
も含む）

働いていない父親か母親が
子どもをみた

保育所や病院に併設する病
気の子どものための保育施
設を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守
番をさせた

その他

無回答

12.8

52.9

33.0

32.7

2.7

0.3

1.0

2.0

3.7

0 20 40 60 80 100
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18 

 

② 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用 

・「利用していない」の割合が

64.5％と最も高く、次いで

「幼稚園の預かり保育」の割

合が 14.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

N = 572 ％

一時保育

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

夜間看護事業：トワイライ
トステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

8.0

14.0

1.2

0.0

0.3

1.0

64.5

12.9

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

19 

 

（５）小学校就学後の放課後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童の保護者の小学校にあがってからの希望 

・お子さんについて、小学校に

あがってからの放課後（平日

の小学校終了後）の時間をど

のような場所で過ごさせた

いかについて、低学年（１～

３年生）では「自宅」の割合

が 65.8％と最も高く、次い

で「習い事（ピアノ教室、ス

ポーツクラブ、学習塾など）」

の割合が 49.4％となってい

ます。 

・高学年（４～６年生）では、

「自宅」の割合が 78.5％と

最も高く、次いで「習い事（ピ

アノ教室、スポーツクラブ、

学習塾など）」の割合が

68.4％となっています。 

 

 

② 小学生の保護者の希望 

・お子さんについて、小学４年

生以降は、「なわてふれあい

教室（放課後児童クラブ）を

利用したい」の割合が

56.4％と最も高く、次いで

「スポーツクラブや学習塾

などの習い事をさせたい」の

割合が 35.9％、「放課後子

ども教室を利用したい」の割

合が 28.2％となっています。 
 
 

【就学前児童調査】 

 

【小学生調査】 

 

％

自宅

ご自身や配偶者の親・親せきの
家、友人・知人の家

なわてふれあい教室（放課後児
童クラブ）

放課後子ども教室

習い事（ピアノ教室、スポーツ
クラブ、学習塾など）

ファミリー・サポート・セン
ター

その他

無回答

65.8

25.3

38.0

35.4

49.4

3.8

16.5

7.6

78.5

25.3

15.2

27.8

68.4

1.3

21.5

8.9

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

低学年(1～3年生)（N = 79）

高学年(4～6年生)（N = 79）

N = 39 ％

なわてふれあい教室（放課後児
童クラブ）を利用したい

放課後子ども教室を利用したい

スポーツクラブや学習塾などの
習い事をさせたい

子どもに自宅の留守番をしても
らう

その他

無回答

56.4

28.2

35.9

15.4

5.1

5.1

0 20 40 60 80 100
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20 

 

（６）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について ● ● ● 

① 育児休業の取得状況と、育児休業の取得期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・育児休業を取得した（取得中）が母親は「働いていなかった」の割合が 52.5％と

最も高く、次いで「育児休業を取った、あるいは、今取っている」の割合が 22.6％、

「育児休業を取らずに離職した」の割合が 17.2％となっています。父親は「育児

休業を取らずに働いた」の割合が 79.0％と最も高くなっています。 

・母親の取得期間では「１歳０ヶ月」の割合が 35.4％と最も高く、次いで「１歳０

ヶ月超から１歳６ヶ月以内」の割合が 20.7％、「０歳６ヶ月超から０歳９ヶ月以内」

の割合が 12.2％となっています。父親は、「０歳３ヶ月以内」、「０歳６ヶ月超から

０歳９ヶ月以内」が 1件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

働いていなかった

育児休業を取った、あるい
は、今取っている

育児休業を取らずに働いた

育児休業を取らずに離職し
た

無回答

52.5

22.6

4.7

17.2

3.0

1.1

0.5

79.0

0.2

19.2

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

％

100 日以下

101 日～200 日

201 日～300 日

301 日～400 日

401 日～500 日

501 日～600 日

601 日以上

無回答

6.8

15.3

13.6

28.2

4.5

3.4

2.8

25.4

70.7

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

26.8

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

母親（N = 571）

父親（N = 553）

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

母親（N = 82）

父親（N = 2）
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② 取得していない理由 

 

【就学前児童調査】 

単位：％ 

 

 

件 
 

数 

職
場
に
育
児
休
業
を
取
り
に
く
い
雰
囲
気
が
あ
っ
た 

仕
事
が
忙
し
か
っ
た 

出
産
後
す
ぐ
に
仕
事
に
復
帰
し
た
か
っ
た 

仕
事
に
戻
る
の
が
難
し
そ
う
だ
っ
た 

昇
給
・
昇
格
な
ど
が
遅
れ
そ
う
だ
っ
た 

収
入
減
と
な
り
、
経
済
的
に
苦
し
く
な
る 

保
育
所
な
ど
に
預
け
る
こ
と
が
で
き
た 

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
を
利
用
し
た 

配
偶
者
が
無
職
で
あ
る
、
ご
自
身
や
配
偶
者
の
親
な
ど
に
み

て
も
ら
え
る
な
ど
、
制
度
を
利
用
す
る
必
要
が
な
か
っ
た 

子
育
て
や
家
事
に
専
念
す
る
た
め 

職
場
に
育
児
休
業
の
制
度
が
な
か
っ
た 

有
期
雇
用
の
た
め
育
児
休
業
の
取
得
要
件
を
満
た
さ
な
か
っ

た 育
児
休
業
を
取
れ
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ
た 

産
前
産
後
の
休
暇
（
産
前
６
週
間
、
産
後
８
週
間
）
を
取
得

で
き
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ
た 

そ
の
他 

無
回
答 

母親 27 14.8 37.0 7.4 0.0 0.0 18.5 11.1 7.4 11.1 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 22.2 25.9 

父親 437 36.4 37.1 0.9 5.0 7.1 30.9 0.5 15.3 33.9 0.5 15.6 0.0 2.1 0.5 5.3 14.0 

 

 

・育児休業を取得していない方の理由は、母親では、「仕事が忙しかった」の割合が

37.0％と最も高く、次いで「収入減となり、経済的に苦しくなる」の割合が 18.5％、

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」の割合が 14.8％となっています。 

・父親では、「仕事が忙しかった」の割合が 37.1％と最も高く、次いで「職場に育児

休業を取りにくい雰囲気があった」の割合が 36.4％、「配偶者が無職である、ご自

身や配偶者の親などにみてもらえるなど、制度を利用する必要がなかった」の割合

が 33.9％となっています。 

 

 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

22 

（７）子育て全般について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 子育てで不安や負担と感じること 

【子どもに関すること】 

単位：％ 

 

 

件 
 

数 

病
気
や
発
育
発
達
に
関
す
る

こ
と 

食
事
や
栄
養
に
関
す
る
こ
と 

子
ど
も
と
の
接
し
方
に
自
信

が
持
て
な
い
こ
と 

子
ど
も
と
過
ご
す
時
間
が
十

分
取
れ
な
い
こ
と 

子
ど
も
の
教
育
に
関
す
る
こ

と 子
ど
も
の
友
だ
ち
づ
き
あ
い

に
関
す
る
こ
と 

子
ど
も
の
登
所
・
登
園
拒
否

や
不
登
校
な
ど 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

就学前児童 572 27.4 29.0 17.8 16.3 37.4 22.6 2.1 3.5 19.6 7.5 

就学児童 228 20.2 18.0 14.9 13.6 46.5 46.1 1.3 3.5 16.7 2.6 

 

【ご自身に関すること】 

単位：％ 

 

 

件 
 

数 

子
育
て
に
関
し
て
配
偶
者
の
協
力
が
尐
な
い
こ
と 

配
偶
者
と
子
育
て
に
関
し
て
意
見
が
合
わ
な
い
こ
と 

子
育
て
が
大
変
な
こ
と
を
、
ご
自
身
や
配
偶
者
の
親
、
親
せ
き
、

近
隣
の
人
、
職
場
な
ど
周
り
の
人
が
理
解
し
て
く
れ
な
い
こ
と 

ご
自
身
の
子
育
て
に
つ
い
て
、
ご
自
身
や
配
偶
者
の
親
、
親
せ

き
、
近
隣
の
人
、
職
場
な
ど
周
り
の
見
る
目
が
気
に
な
る
こ
と 

子
育
て
に
関
し
て
話
し
相
手
や
相
談
相
手
が
い
な
い
こ
と 

仕
事
や
自
分
の
や
り
た
い
こ
と
な
ど
自
分
の
時
間
が
十
分
取
れ

な
い
こ
と 

配
偶
者
以
外
に
子
育
て
を
手
伝
っ
て
く
れ
る
人
が
い
な
い
こ
と 

子
育
て
の
ス
ト
レ
ス
な
ど
か
ら
子
ど
も
に
き
つ
く
あ
た
っ
て
し

ま
う
こ
と 

子
育
て
に
よ
る
身
体
の
疲
れ
が
大
き
い
こ
と 

子
育
て
に
か
か
る
出
費
が
か
さ
む
こ
と 

住
居
が
せ
ま
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

就学前児童 572 18.9 6.6 4.7 6.1 3.7 42.0 13.3 33.2 27.6 35.1 12.6 4.0 14.5 7.9 

就学児童 228 14.9 9.6 3.1 5.3 2.2 27.6 7.5 26.3 15.4 41.2 10.5 3.1 16.2 7.5 

 

・子どもに関することは、就学前児童調査では、「子どもの教育に関すること」の割合

が 37.4％となっています。就学児童調査では、「子どもの教育に関すること」の割

合が 46.5％となっています。 

・ご自身に関することは、就学前児童調査では、「仕事や自分のやりたいことなど自分

の時間が十分取れないこと」の割合が 42.0％となっています。就学児童調査では、

「子育てにかかる出費がかさむこと」の割合が 41.2％となっています。 
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② 子育てで必要な支援・対策 

【支援・対策が有効と感じること】 

単位：％ 

 

 

件 
 

数 

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
充
実
（
一
時

預
か
り
、
育
児
相
談
な
ど
） 

な
わ
て
ふ
れ
あ
い
教
室
（
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
）
の
充
実 

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

子
育
て
支
援
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
活
動
拠
点
の
充

実
（
児
童
館
な
ど
） 

訪
問
型
の
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

健
や
か
な
妊
娠
・
出
産
に
対
す
る
支
援 

子
ど
も
の
教
育
環
境 

子
育
て
し
や
す
い
住
居
・
ま
ち
の
環
境
面
で

の
充
実 

仕
事
と
家
庭
生
活
の
両
立
が
で
き
る
労
働

環
境
の
整
備 

子
ど
も
を
対
象
に
し
た
犯
罪
・
事
故
の
軽
減 

援
護
を
要
す
る
子
ど
も
に
対
す
る
支
援
（
障

が
い
や
精
神
疾
患
、
児
童
虐
待
な
ど
） 

そ
の
他 

無
回
答 

就学前児童 364 23.4 － 19.8 9.9 21.4 1.1 11.5 25.8 27.2 21.7 20.9 3.8 2.5 24.7 

就学児童 123 － 14.6 － 10.6 53.7 － － 42.3 48.0 35.0 33.3 7.3 4.9 1.6 

 

【つらさを解消するために必要な支援・対策】 

単位：％ 

 

 

件 
 

数 

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
充
実
（
一
時

預
か
り
、
育
児
相
談
な
ど
） 

な
わ
て
ふ
れ
あ
い
教
室
（
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
）
の
充
実 

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

子
育
て
支
援
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り 

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
活
動
拠
点
の
充

実
（
児
童
館
な
ど
） 

訪
問
型
の
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

健
や
か
な
妊
娠
・
出
産
に
対
す
る
支
援 

子
ど
も
の
教
育
環
境 

子
育
て
し
や
す
い
住
居
・
ま
ち
の
環
境
面
で

の
充
実 

仕
事
と
家
庭
生
活
の
両
立
が
で
き
る
労
働

環
境
の
整
備 

子
ど
も
を
対
象
に
し
た
犯
罪
・
事
故
の
軽
減 

援
護
を
要
す
る
子
ど
も
に
対
す
る
支
援
（
障

が
い
や
精
神
疾
患
、
児
童
虐
待
な
ど
） 

そ
の
他 

無
回
答 

就学前児童 186 30.1 － 20.4 4.8 17.7 7.5 3.8 12.4 23.7 25.8 11.8 2.7 6.5 18.8 

就学児童 93 － 9.7 － 11.8 34.4 － － 34.4 41.9 33.3 30.1 11.8 6.5 6.5 

 

・有効と感じることは、就学前児調査では、「子育てしやすい住居・まちの環境面での

充実」の割合が 27.2％と最も高く、次いで「子どもの教育環境」の割合が 25.8％

となっています。就学児童調査では、「地域における子どもの活動拠点の充実（児童

館など）」の割合が 53.7％となっています。 

・つらさを解消するために必要な支援・対策は、就学前児調査では、「地域における子

育て支援の充実（一時預かり、育児相談など）」の割合が 30.1％となっています。

就学児童調査では、「子育てしやすい住居・まちの環境面での充実」の割合が 41.9％

となっています。 
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③ 子育てが地域に支えれれているかどうか 

・子育てが地域に支えれれてい

ると思いますかについては、

「感じる」が、就学前調査で

は、70.5％、就学児調査で

は、73.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学前児童・就学児調査】 

 ％

感じる

感じない

無回答

70.5

26.6

3.0

73.7

24.1

2.2

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

就学前児童（N = 572）

就学児（N = 228）



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

25 

４ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）放課後児童クラブ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

放課後児童クラブの登児童数の推移をみると、年々入所児童数は減尐していましたが、

平成 25 年度には増加しています。 

 

 

（２）子育て短期支援事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

子育て短期支援事業の利用者数は増加傾向にあります。 

 

 

（３）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

地域子育て支援拠点事業の利用者は増加傾向で推移しています。 

 

 

（４）病児保育事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ●  

病児保育事業の利用者は、実施個所数の増加に伴い平成 25 年にかけて大きく増加し

ています。 

 

 

（５）ファミリー・サポート・センター ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

協力会員、利用会、ともに会員数については年々増加しています。 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

26 

５ 子どもプラン後期計画の評価 

通常保育事業をはじめ、概ね平成 26年度には目標を達成する見込みです。 

 

 
事業名 

H25 年度 H26 年度 子ども・子育て支援事業計

画に定められている事業 （実績） 目標事業量 

1 通常保育事業 
 1,050 人 1,060 人 

教育・保育の提供体制 

2 特定保育事業 
 ３か所 ３か所 

3 
延長保育事業  

（午前７時～午後８時） 
５か所 ５か所 

延長保育事業 

4 延長保育事業 （４時間未満） ５か所 ５か所 

5 
子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ事業） 
３か所 ３か所 

子育て短期支援事業 

6 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ事業 
） 
４か所 ４か所 

7 病児保育事業 実施 １か所 
病児・病後児保育事業・一

時預かり 
8 病後児保育事業 ４か所 ４か所 

9 放課後児童健全育成事業 7 か所 7 か所 放課後児童クラブ 

10 地域子育て支援拠点事業 １か所 １か所 

地域子育て支援拠点事業 

11 つどいの広場事業 ４か所 ４か所 

12 一時保育事業 7 か所 7 か所 一時預かり 

13 休日保育事業 ０か所 検討  

14 
ファミリー・サポート・センター

事業 
１か所 １か所 

ファミリー・サポート・セ

ンター事業 
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６ 課題のまとめ 

就学前施設の入所状況をみると、認可保育所においては、在籍者数は増加傾向で推移

しており、在宅で子育てをしている家族が年々減尐していることがうかがえます。また、

子育て世代（30 歳代前半）の労働力率は増加していることがみうけられ、母親の就労

意向が高くなっていることがうかがえます。 

子育て家庭における働き方が変化しているなか、今後、幼稚園等の既存施設の活用や

幼保の連携を図りながら、０～２歳の受け入れの場の確保など、保育サービスの拡充を

計画的に進めるとともに、地域や子育て支援を行う団体等と密接に連携、協力して本市

の特性に応じた子育て支援施策を進めることが求められます。 

アンケート調査からは子どもの叱り方や接し方など、子育てに関して悩んでいること、

また気になることがある保護者の姿がうかがえます。こうした子育てへの丌安感をなく

し、子どもにとって健やかな育ちを支援するためのより良い家庭環境を築くことができ

るよう、子ども・子育て支援の充実が求められます。 

さらに、子育ての丌安や負担を解消するために必要なこととして、仕事と家庭生活の

両立も求められており、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向け

て、家庭、職場、地域において子育てに対する理解を促し、市民、事業者、行政が一体

となって取り組む環境の醸成が必要とされています。 

 

これらを踏まえ、 
 

○今後、幼稚園等の既存施設の活用や幼保の連携を図りながら、保育サービスの拡充を

計画的に進めるとともに、地域や子育て支援を行う団体等と密接に連携、協力して四

條畷市の特性に応じた子育て支援施策を進めます。 
 

○さらに、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けて、家庭、職

場、地域において子育てに対する理解を促し、市民、事業者、行政が一体となって取

り組む環境の醸成に努めます。 
 

○また、障がいの種別を問わず発達に支援が必要な子どもやその保護者に、必要な支援

を適時に継続して提供できる仕組みを構築します。 
 

○児童虐待や子どものいじめ問題等については、保育園・幼稚園・学校のほか、行政や

専門機関、家庭・地域社会・企業等が連携して対応することが必要であり、引き続き

組織的な取組みを強化します。 
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第４章 整備目標量の推計 

１ 将来推計人口 

四條畷市の将来人口は、年々減尐しており、今後もその傾向は続いていくものと推測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 将来人口の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳および外国人登録人口（各年３月末日現在） 

 
※ 推計人口は住民基本台帳を元に計算したもの 

 
 

907 898 889

1,410 1,364

3,498 3,365 3,221 3,043 2,938
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２ 圏域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、市町村は、地理的条件、人口、交

通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護者や

子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」とい

う。）を定める必要があるとしています。 

教育・保育提供区域ごとに定める必要利用定員総数が、今後の施設・事業整備量の指

標となることや、利用者の選択肢を居住区域の周辺のみならず、需要動向の把握や施設

整備などを円滑に進めるためには、区域としてある程度広い範囲を考慮していくことが

望ましいことや、今後の子どもの数の増減を踏まえて、保育ニーズに対応していくには

広域での調整を図っていくことが求められることから、四條畷市では、市全域を１圏域

としてとらえ教育・保育提供区域の基本とします。 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

１ 幼児期の学校教育・保育の見込みと確保内容・実施時期 

【現状】 

 

平成 26 年度（５月１日現在） 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 左記以外 

児童数 1,445 人 898 人 406 人 

申し込み数 753 人 612 人 348 人 101 人 

充足率 52.1％ 42.4％ 38.8％ 24.9％ 

定
員 

幼稚園・認定こども園 1,050 人    

認可保育所  641 人 315 人 104 人 

提供量合計 1,050 人 641 人 315 人 104 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） ▲ 297 人 ▲ 29 人 33 人 ▲ 3 人 
 

（幼稚園 総 定員 1,050 人）（保育所 総定員 1,060 人：内訳 0歳 104 人、1・2歳 315 人、3・4・5歳 641 人） 
 

【今後の方向性】 

既存の提供量でニーズ量を確保できる見込みですが、就労意向等により、低年齢

児のニーズの増加が見込まれることなどから、小規模保育事業についてはＡ型（全

員有資栺者）を基本とし、Ｂ型（一部無資栺者）で実施する場合は、３年以内にＡ

型の実施を促進し、保育量の確保と質の向上を図ります。 
 

【教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期】 

 

平成 27 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 左記以外 

（参考）児童数推計 1,410 人 903 人 444 人 

ニーズ量の見込み 719 人 61 人 630 人 389 人 107 人 

需要率 51.0％ 4.3％ 44.7％ 43.1％ 24.1％ 

特定教育・ 
保育施設 

幼稚園、保育園 1,050 人 585 人 385 人 
（292 人）    （93 人） 

認定こども園 5 人 76 人 39 人 15 人 

特定地域型
保育事業 

小規模、家庭的、居宅
訪問型、事業所内保育 

－ － 31 人 6 人 

提供量合計 1,055 人 661 人 362 人 114 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） 

▲ 275 人 ▲ 11 人 

３歳以上教育希望 ３歳以上 １・２歳 ０歳 

▲ 275 人 ▲ 31 人 27 人 ▲ 7 人 

（幼稚園 総定員 1,050 人）（保育所 総定員 970 人）（認定子ども園 総定員 135 人） 

既存保育園整備定員増：たんぽぽ保育園10人 新すみれ園30人 （合計 40人増） 

内訳  ひまわり保育園（定員 130 人）   認定子ども園に移行（定員 135 人となり 5人増） 
小規模保育事業 2カ所開設：0歳 6人、1歳 12 人、2歳 19 人（合計 37 人増） 
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平成 28 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 1,364 人 913 人 440 人 

ニーズ量の見込み 675 人 59 人 630 人 393 人 106 人 

需要率 49.5% 4.3% 46.2% 43.0% 24.1% 

特定教育・ 
保育施設 

幼稚園、保育園 570 人 585 人 
385 人 

（292 人）  （93 人） 

認定こども園 395 人 166 人 39 人 15 人 

特定地域型
保育事業 

小規模、家庭的、
居宅訪問型、事業

所内保育 
－ － 31 人 6 人 

小計 965 人 751 人 362 人 114 人 

提供量合計 965 人 1,226 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） 

▲ 231 人 ▲ 98 人 

３歳以上教育希望 ３歳以上 １・２歳 ０歳 

▲ 231 人 ▲ 121 人 31 人 ▲ 8 人 

（幼稚園総定員 570 人）（保育所総定員 1,136 人）（認定こども園総定員 615 人）（小規模保育 総定員 37 人） 

内訳  私立畷幼稚園（480人）が徐々に認定こども園に移行（480人） 
 

 

平成 29 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 1,342 人 907 人 435 人 

ニーズ量の見込み 650 人 58 人 634 人 390 人 104 人 

需要率 48.4% 4.3% 47.2% 43.0% 23.9% 

特定教育・ 
保育施設 

幼稚園、保育園 440 人 526 人 
354 人 

（270 人）     （84 人） 

認定こども園 455 人 256 人 83 人 24 人 

特定地域型
保育事業 

小規模、家庭的、
居宅訪問型、事業

所内保育 
－ － 31 人 6 人 

小計 895 人 782 人 384 人 114 人 

提供量合計 895 人 1,279 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） 

▲ 187 人 ▲ 152 人 

３歳以上教育希望 ３歳以上 １・２歳 ０歳 

▲ 187 人 ▲ 148 人 6 人 ▲ 10 人 

（幼稚園 総定員 440 人）（保育所 総定員 880 人）（認定こども園 総定員 818 人）（小規模保育 総定員 37 人） 

内訳  公立あおぞら幼稚園（130人）と公立忍ケ丘保育所（90人）を合併して認定子ども園に移行（定員 203人） 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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平成 30 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 1,352 人 898 人 431 人 

ニーズ量の見込み 663 人 59 人 630 人 387 人 103 人 

需要率 49.0% 4.4% 46.6% 43.1% 23.9% 

特定教育・ 
保育施設 

幼稚園、保育園 440 人 526 人 
354 人 

（270 人） （84 人） 

認定こども園 455 人 256 人 83 人 24 人 

特定地域型
保育事業 

小規模、家庭的、
居宅訪問型、事業

所内保育 
－ － 31 人 6 人 

小計 895 人 782 人 384 人 114 人 

提供量合計 895 人 1,279 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） 

▲ 187 人 ▲ 160 人 

３歳以上教育希望 ３歳以上 １・２歳 ０歳 

▲ 187 人 ▲ 152 人 3 人 ▲ 11 人 

 

 

平成 31 年度 

１号 ２号 ３号 

３歳以上
教育希望 

３歳以上保育が必要 
１・２歳保
育が必要 

０歳保育が
必要 教育希望

が強い 
左記以外 

（参考）児童数推計 1,358 人 889 人 422 人 

ニーズ量の見込み 669 人 59 人 630 人 383 人 101 人 

需要率 49.3% 4.3% 46.4% 43.1% 23.9% 

特定教育・ 
保育施設 

幼稚園、保育園 440 人 526 人 
354 人 

（270 人）   （84 人） 

認定こども園 455 人 256 人 83 人 24 人 

特定地域型
保育事業 

小規模、家庭的、
居宅訪問型、事業

所内保育 
－ － 31 人 6 人 

小計 895 人 782 人 384 人 114 人 

提供量合計 895 人 1,279 人 

過不足分（ニーズ量－供給量合計） 

▲ 167 人 ▲ 166 人 

３歳以上教育希望 ３歳以上 １・２歳 ０歳 

▲ 167 人 ▲ 152 人 ▲ 1 人 ▲ 13 人 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の見込みと確保内容・実施時期 

（１）時間外保育事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育

時間を超えて延長して保育を実施する事業です。 

 

 

【現状】 

市内 10 箇所の保育園で実施しています。平成 25 年度の利用者数は 701 人で

した。 

 

 

【今後の方向性】 

時間外保育事業対応時間に保育士の配置をすることで、保育所の実利用定員分の

提供が可能であるため、長時間保育が子どもの負担にならないよう配慮しながら、

保育時間の延長保育を行う認可保育園を推進します。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 772 人 732 人 700 人 697 人 685 人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
10 か所 10 か所 10 か所 10 か所 10 か所 

提 供 量 1,100 人 1,100 人 1,100 人 1,100 人 1,100 人 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲ 328 人 ▲ 368 人 ▲ 400 人 ▲ 403 人 ▲ 415 人 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（２）幼稚園における一時預かり事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

保護者が冠婚葬祭や育児疲れなどの理由により、家庭での保育が一時的に困難と

なった子どもについて、主として昼間、保育園その他の場所で一時的に預かる事業

です。 

新制度では幼稚園の預かり保育も一時預かり事業に位置づけられます。 

 

 

【現状】 

市内 4 箇所の幼稚園で預かりを実施しています。平成 25 年度の利用者数は延

べ 24,332 人でした。 

 

 

【今後の方向性】 

幼稚園における預かり保育については、私学助成による事業の継続とともに、一

時預かり事業への移行についても、円滑な事業実施が可能となるようにします。 

（年間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

幼稚園における

在園児を対象と

した一時預かり 

8,472 人日 8,992 人日 9,230 人日 8,982 人日 8,988 人日 

２号認定による

定 期 的 な 利 用 
15,860 人日 15,340 人日 15,080 人日 15,340 人日 15,340 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

提 供 量 24,400 人日 24,400 人日 24,400 人日 24,400 人日 24,400 人日 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲68 人日 ▲68 人日 ▲90 人日 ▲78 人日 ▲72 人日 

 
平成 25 年度、四條畷市内在住の公・私立幼稚園の園児数は 750 人（内訳市内入園数 588 人） 

                              （内訳市外入園数 162 人） 

平成 25 年度年間延べ預かり利用者数 24,332 人の実績から、園児数の約２割弱が預かり保育を利用してい

ることになるため、公・私立幼稚園保護者のアンケート調査においても約８割の母親が就労していないと

答えていることから、提供量を園児数の２割強としています。 
 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（３）保育所等における一時預かり事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

保護者が冠婚葬祭や育児疲れなどの理由により、家庭での保育が一時的に困難と

なった子どもについて、主として昼間、保育園その他の場所で一時的に預かる事業

です。 

 

 

【現状】 

市内７箇所の保育園で預かりを実施しています。平成 25 年度の利用者数は延べ

2,257 人、就学前のファミリー・サポート・センター利用人数を合計すると 2,507

人でした。 

 

 

【今後の方向性】 

ニーズ量と提供量の差が大きいが、平成 25 年度の利用者数は 2,507 人という

実績から見ると十分対応できるものと思われ、新制度のもと、料金体系、利用時間

等を整理し、供給体制の確保の検討を行っていきます。 

（年間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

在 園 児 対 象 を 

除く一時預かり 

ニ ー ズ 量 

11,018 人日 10,938 人日 10,817 人日 10,763 人日 10,674 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 

提 供 量 11,520 人日 11,520 人日 11,520 人日 11,520 人日 11,520 人日 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲502 人日 ▲582 人日 ▲703 人日 ▲850 人日 ▲846 人日 

 
６人×８園×20 日×12 か月＝11,520 人日 

 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（４）病児・病後児保育事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

【事業概要】 

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由で、保護者が保育できない際

に、保育施設で児童を預かる事業です。 

 

 

【現状】 

平成 25 年度より病児保育を１か所で実施。病後児保育については４か所で実施

しています。 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

登 録 者 数 10 人 7 人 8 人 8 人 7 人 

延 べ 利 用 者 数 14 人 17 人 6 人 15 人 

56 人 

（病後児6人） 

（病児 50 人） 

実 施 箇 所 数 

病後児保育 

4 か所 

病後児保育 

4 か所 

病後児保育 

4 か所 

病後児保育 

4 か所 

病後児保育 

4 か所 

－ － － － 
病児保育 

１か所 

 

 

【今後の方向性】 

病後児保育については、現在 4 か所で実施しているが、保護者の要望の高い体

調丌良児型へのシフトを行いながら、病児保育、病後児保育、体調丌良児型などの

ニーズに対応できるよう、医療機関と連携していきます。 

（年間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 

（ 就 学 前 ） 
239 人日 236 人日 233 人日 232 人日 231 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 

病児  1か所 病児  1か所 病児  1か所 病児  1か所 病児  1か所 

病後児 1か所 病後児 1か所 病後児 1か所 病後児 1か所 病後児 1か所 

体調不良児対応 

５か所 

体調不良児対応 

５か所 

体調不良児対応 

５か所 

体調不良児対応 

５か所 

体調不良児対応 

５か所 

提 供 量 1,650 人日 1,650 人日 1,650 人日 1,650 人日 1,650 人日 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲1,411 人日 ▲1,414 人日 ▲1,417 人日 ▲1,418 人日 ▲1,419 人日 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（５）ファミリー・サポート・センター（就学児童のみ） ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

育児の援助を依頼したい人と協力したい人が会員となって一時的、臨時的に有償

で子どもを自宅で預かる相互援助活動組織で、依頼会員はおおむね小学校６年生ま

での子どもを持つ保護者とした事業です。 

 

 

【現状】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

協 力 会 員 117 人 129 人 140 人 129 人 160 人 

利 用 会 員 175 人 189 人 213 人 189 人 235 人 

両 方 会 員 63 人 69 人 75 人 69 人 64 人 

未就学利用者数 ― 333 人 296 人 234 人 245 人 

小 学 生 利 用 者 394 人 456 人 623 人 534 人 
年間利用件数 

713 人 

 

【今後の方向性】 

依頼会員と、提供会員のコーディネート等、支援体制を引き続き充実し、利用を

促進していくとともに、継続して提供会員の講習会を実施し、提供会員を増やして

いきます。 

（年間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 768 人日 768 人日 768 人日 768 人日 768 人日 

提 供 量 1,008 人日 1,008 人日 1,008 人日 1,008 人日 1,008 人日 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲240 人日 ▲240 人日 ▲240 人日 ▲240 人日 ▲240 人日 

 
3 人×7日 （21 人） 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（６）子育て短期支援事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難に

なった児童について、必要な保護を行う事業で、短期入所生活援助事業（ショート

ステイ事業）と夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）があります。 

 

 

【現状】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

年延べ利用者数 ７人 14 人 28 人 28 人 33 人 

実 施 箇 所 数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

 

 

【今後の方向性】 

養育困難な在家庭の支援を行う制度なので、限られたニーズに対応することにな

るが、引き続き、提供量の確保に努めます。 

（年間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 83 人日 82 人日 81 人日 81 人日 81 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

提 供 量 105 人日 105 人日 105 人日 105 人日 105 人日 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲22 人日 ▲23 人日 ▲24 人日 ▲24 人日 ▲24 人日 

 
平成 21 年度から平成 25 年度までの利用者数の実績及びニーズ量等を踏まえ、今後の提供量を設定してい

るが必要に応じて提供量も調整し対応する。 
 

 

 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（７）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

 

【現状】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

月延べ利用者数 942 人回 953 人回 1,210 人回 1,234 人回 1,205 人回 

実 施 箇 所 数 3 か所 3 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

 

 

【今後の方向性】 

既存の保育園、幼稚園での更なる園庭開放などにより、子育て支援の場の提供を

することによって一層の充実に努めます。 

また、公立保育所で親子教室の実施など、地域支援について検討していきます。 

（月間） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 1,386 人回 1,392 人回 1,381 人回 1,367 人回 1,349 人回 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

提 供 量 1,600 人回 1,600 人回 1,600 人回 1,600 人回 1,600 人回 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
▲ 214 人回 ▲ 208 人回 ▲ 219 人回 ▲ 233 人回 ▲ 251 人回 

 
20 人×4か所×20 日 （1,600 人） 

 

 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（８）放課後の居場所づくり事業（放課後児童健全育成事業及び 

放課後子ども教室事業） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

放課後児童健全育成事業（以下「放課後児童クラブ」という。）は、保護者が就

業等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後の遊びや生活の場を

提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。平日の放課後の

ほか、土曜日、夏休み等の長期休暇中にも実施します。 

また、放課後子ども教室は、次代を担う人材の育成の観点から、すべての子ども

を対象として、放課後の時間に地域が主体となり、スポーツや文化活動、学習活動

の取組みを推進します。 

 

 

【現状】 

放課後児童クラブは、市内７箇所の全小学校内で実施しています。 

各 80 定数×７校（560 人） 申込数（515人） 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

入 所 数 510 人 420 人  438 人 410 人 508 人 

受 入 数 560 人 560 人 560 人 560 人 560 人 

ク ラ ブ 数 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 

 

待機児童数（平成 26 年５月１日現在） 

くすのきふれあい教室３人、岡部ふれあい教室 17 人 

四條畷ふれあい教室１人、田原ふれあい教室 12人 

 

 

放課後子ども教室は、市内７箇所の全小学校で実施しています。 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

開 催 日 数 515 日 421 日 546 日 456 日 482 日 

参 加 人 数 8,208 人 9,513 人 10,975 人 10,813 人 11,951 人 
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【今後の方向性】 

放課後児童クラブについては、放課後の多様な就労形態やニーズに対応できるよ

う、様々な手法や運営について検討をすすめます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 588 人 565 人 538 人 507 人 490 人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 

提 供 量 560 人 560 人 560 人 560 人 560 人 

過 不 足 

（ニーズ量－提供量） 
28 人 5 人 ▲ 22 人 ▲ 53 人 ▲ 70 人 

 

 

放課後子ども教室については、引き続き、全小学校区で取り組みを行います。 

国の「放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後児童クラブと放課後子ども教

室の連携を強化します。 

今後も、放課後児童クラブ及び放課後子ども教室を全小学校区で一体型として実

施し、総合的な放課後児童対策を実施します。 

具体的に、共通プログラムを企画する段階から、放課後児童クラブの指導員と放

課後子ども教室のコーディネーターが連携し、プログラムの内容や実施日時等を検

討できるよう定期的な打ち合わせの場を設けます。 

また、放課後子どもプラン運営委員会を活用し、余裕教室等の活用状況について

定期的に協議出来る場を持ちます。 
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（９）妊婦健康診査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

母子保健法第 13 条に基づき、妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の生活習慣改善を

目的として健康診査を行う事業です。 

 

 

【現状】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

妊 娠 届 出 数 501 人 483 人 473 人 474 人 427 人 

 

 

【今後の方向性】 

今後も引き続き、妊婦健康診査受診券（受診券を持って一部公費負担）を配布し、

妊婦健康診査費用の一部（14 回分）を助成していきます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 

実人数：444 人 

延べ人数： 

6,216 人 

健診回数：14 回 

実人数：440 人 

延べ人数： 

6,160 人 

健診回数：14 回 

実人数：435 人 

延べ人数： 

6,090 人 

健診回数：14 回 

実人数：431 人 

延べ人数： 

6,034 人 

健診回数：14 回 

実人数：422 人 

延べ人数： 

：5,908 人 

健診回数：14 回 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

保健センター 体制７人 

委託団体（一般社団法人大阪府医師会、一般社団法人大阪府助産師会） 

検 査 項 目 

（ 確 保 方 策 ） 
 

 
主担は母子グループになるが、電話・面接・訪問等のフォローは地区担当で行うため、現在の地区担当人

数（6名）及び契約・支払い等の事務（1名） 
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（10）乳児家庭全戸訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

生後 4 か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心

身の状況ならびに養育環境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、

支援が必要な家庭に対して適切なサービスの提供に結びつける事業です。 

 

【現状】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

対 象 者 数 477 件 450 件 421 件 399 件 402 件 

訪 問 数 471 件 448 件 416 件 379 件 388 件 

実 施 率 98.7％  99.6％  98.8％  95.0％  96.5％  

 
※対象者数について 

厚生労働省 乳児家庭全戸訪問事業ガイドラインより、養育支援訪問事業の実施などにより、既に情報

提供や養育環境の把握ができている場合は、対象者からのぞいている。ただし、予防接種、乳幼児対象

の教室、健診等を通じて親子の状況の把握に努め、必要な支援につないでいる。 
 

 

【今後の方向性】 

全戸訪問については、全数訪問の実施を目指します。特に強い育児丌安を持って

いたり丌適切な養育などの問題が発見できた場合には、必要な支援が継続されるよ

う、関係機関への連絡・調整を図っていきます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

推 計 値 416 人 412 人 407 人 403 人 404 人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

保健センター体制  ７人 

保健センター以外の訪問者：民生委員・児童委員 

 
主担は母子グループになるが、電話・面接・訪問等のフォローは地区担当で行うため、現在の地区担当人

数（6名）及び助産師（1名） 

 

（参照：厚生労働省 乳児家庭全戸訪問事業ガイドライン） 

原則として生後４か月を迎えるまでの、すべての家庭を事業の対象とする。 

次の家庭については訪問の対象としないことで差支えないが、支援が特に必要と認められる家庭に準

ずる家庭と位置付けることとし、その後の対応については実施体制に基づき適切な対応を図ることとさ

れている。 

養育支援訪問事業の実施などにより、既に情報提供や養育環境の把握が出来ている場合、訪問の同意

が得られず、改めて訪問の趣旨を説明し本事業の実施の働きかけを行ったにもかかわらず同意が得られ

ない場合,子の入院や長期里帰り出産等により生後 4か月を迎えるまでは当該市町村の住居に子がいな

いと見込まれる場合。 
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（11）養育支援訪問事業等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業概要】 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上

させるための支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。 

 

【現状】 

①育児支援 延べ利用回数 18件 

実利用家庭 2件 

担当支援員（子育てＯＢなど）22人 

②専門的相談支援 延べ利用回数 34件 

実利用家庭 1４件 

担当支援員（保育士など）16人 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実 人 数 2 人 5 人 17 人 16 人 14 人 

訪 問 件 数 8 件 20 件 105 件 103 件 52 件 

 

【今後の方向性】 

出産後まもない時期の養育者、疾病などの理由で一時的に家庭での養育が困難と

なった保護者、あるいは養育困難な家庭、ネグレクトのおそれのある家庭等を対象

に、保健師、家庭児童相談員が家庭訪問し、育児に関する専門的相談支援にあたる

とともに、ヘルパーの派遣やショートステイの提供等により養育者の育児丌安を軽

減し、児童虐待の未然防止に繋げるなど引き続き支援を行います。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

推 計 値 16 件 16 件 16 件 16 件 16 件 

実 施 体 制 子ども家庭支援センター 体制  相談員 4 人（兼務） 
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（12）利用者支援（新規事業） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

【事業の目的】 

１人１人の子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄不する

ため、子ども及びその保護者等、または妊娠している方がその選択に基づき、多様

な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、必要な支援

を行うことを目的とします。 

 

 

【事業の内容】 

子ども、またはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡

調整等を実施する事業です。 

①利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、利用支援等

を行うことにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよ

う実施します。 

②教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡・調整、

連携、協働の体制づくりを行うとともに、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・

共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めます。 

③本事業の実施に当たり、リーフレットその他の広告媒体を活用し、積極的な広報・啓

発活動を実施し、広くサービス利用者に周知を図る。 

④その他事業を円滑にするための必要な諸業務を行います。 

 

 

【今後の方向性】 

新制度開始時は窓口の混乱が予想されるため、市役所に支援にあたる専門相談員

を配置し、認定や入所相談、様々な事業、地域資源の紹介、利用調整が行える体制

としていきます。 

順次、子育て総合支援センターを拠点とした利用者支援事業の実施を検討してい

きます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 
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３ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推進

に関する体制の確保の内容 

新制度における認定こども園は幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状

況及びその変化等によらず、柔軟に、子どもを受け入れられる施設です。 

子どもの住む地域や保護者の就労形態にかかわらず、子どもが安心して、安全に生活

し、遊びながら自然に学ぶ機会を保障することが、子どもの教育栺差の是正のためにも、

子どもの権利保障の観点からも国内外で目指されています。 

児童福祉法や教育基本法の理念を実現して子どもの最善の利益を保障するためには、

幼稚園と保育園の一体化、つまり認定こども園の整備が効果的な方策の一つともなりま

す。すべての子どもが、質の高い保育・幼児教育を受けることができるなど、同じ地域

に暮らす子どもたちが、いじめの起点となるような差異にとらわれることなく同じ場所

でともに遊び、学び合いながら育つという協働性を育むことにもつながります。 

このように認定こども園は多様なニーズに応じ、安心して子どもを預けられる施設で

あることなどから、幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援や、その

他認定こども園の普及に必要な支援等については保育所や幼稚園等と緊密な連携を図り

ながら、これらのことが着実に進展するよう、常に安全性に配慮した取り組みに努めま

す。また、就学前から就学への切れ目のないスムーズな小学校への接続のために認定こ

ども園、幼稚園及び保育所の相互の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学

校等との連携を推進します。 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

47 

第６章 施策の推進方策 

１ すべての親と子の育ちと学びを応援する環境の整備 

 

＜子どもプロジェクト 基本方針＞ 

 

 

 

 

＜子どもプロジェクトの取り組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）すべての子育て家庭への支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

地域で子育てをしているすべての家庭が、安心して子どもを育てていくことができる

ように、子育て家庭への支援を行う機関や人々のネットワーク体制を活かし、尐しでも

多くの人にサービスや事業の周知、それらの利用および参加を促進します。また、地域

で活動しているＮＰＯや団体、市民ボランティア活動等の充実に向けて支援し、地域に

根ざしたネットワークの充実を図り、子育て支援の向上に努めます。 

 

推進施策 施策概要 実施状況 

ドイツの絵本・

おもちゃプレゼ

ント 

質の高いおもちゃや絵本に触れ

ることで子どもの情操を養う 
平成26年度実施 

障がい児の通学

支援 

やむをえない理由により一人で

通学できない障がい児の学びを

側面からサポート 

平成26年度実施 

子育て・子育ち

施設の整備 

子育て総合支援と児童発達支援

の機能を集約した施設の設置 
平成28年度開所 

ひとづくり・ま

ちづくりの推進 

まちづくりと教育関係施設整備

の一体的推進 
平成27年度実施 

 

 

 

 

 

写真 

子どもの育ちと学びを応援  



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①地域における子育てサービスの充実 

 
病児・病後児保育事業（病

児保育） 
子ども政策課 

平成 25 年５月より病児保育を実

施。 

５０人利用。 

充実 

 
病児・病後児保育事業（病

後児保育） 
子ども政策課 

4 か所で実施。 

年間利用数は非常に尐ない状況

であり、検討課題。 

検討 

 

病児・病後児保育事業（体

調不良児対応型） 
子ども政策課 

４か所で実施。保育中の体調不良

による対応が必要とされるため、

拡充。 

拡充 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 
手当医療課 

施設 4か所と委託。 

現施設との委託契約を維持。 
充実 

 
子育て短期支援事業 

（トワイライト） 
手当医療課 

施設１か所と委託。 

現施設との委託契約を維持。 
充実 

 一時預かり事業 子ども政策課 
7 か所で実施。 

施設開所に伴い事業の拡充 
拡充 

 特定保育事業 子ども政策課 
３か所で実施。 

施設開設に伴い事業の拡充 
拡充 

 
地域子育て支援拠点事業 

（一般型） 

子ども政策課 

子育て総合支援

センター 

３か所において「つどいの広場」

を実施 
継続 

 
地域に開かれた保育所事

業 
保育所（園） 

平成 25 年度は、人形劇団による

育児講座を実施。また、各保育所

で園庭開放、室内開放、季節の行

事等を実施。 

継続 

 子育て相談事業の充実 
子育て総合支援

センター 
育児相談事業を継続して実施。 継続 

 家庭児童相談機能の充実 
子育て総合支援

センター 

研修を受講し、相談機能の充実を

図る。 
継続 

 
主任児童委員、児童委員

の子育て支援機能の充実 

子育て総合支援

センター 

生活福祉課 

地域での見守りなどについて関

係課と連携して実施。見守り依頼

件数 10世帯（24人）定例会等 11

回参加予定。 

継続 

 

四條畷市子ども家庭サポ

ーター連絡会（愛称：な

ないろねっと） 

子育て総合支援

センター 
子育て講座を２回実施。 継続 

 
コミュニティソーシャル

ワーカーとの連携 
生活福祉課 

関係機関と連携しながら地域で

の見守りを実施。 
充実 

 幼稚園の預かり保育 
子ども政策課 

幼稚園 

共働き家庭においても、幼稚園教

育が受けられる体制作りを実施。 
拡充 
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事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

 

子育て未就園児保育 
子ども政策課 

幼稚園 

未就園児保育に加え、園庭開放を

拡大して実施。 
拡充 

親子教室 
子育て総合支援

センター 

０歳～３歳までの親子教室を実

施 
継続 

子育て応援講演会 

子育て総合支援

センター 

生活福祉課 

継続して講演会を開催 継続 

地域子育て支援拠点事業 

（機能強化型） 

子育て総合支援

センター 

子育て・子育ち支援プログラムを

公・民保育所（園）で実施しつつ、

さらなるファシリテータ―の養

成を実施。 

子育て・子育ち支援プログラム小

学生低学年向けのプログラムの

実施をしていく。 

拡充 

養育支援訪問事業 
子育て総合支援

センター 

13 家庭 延べ５２回の支援を実

施。 
継続 

②子育て家庭への経済的支援 

 

児童手当 手当医療課 
児童手当制度に沿って支給。 

情報提供の充実を図る。 
充実 

子ども医療費助成制度 手当医療課 

平成 25 年 7月より、小学校３年

生まで助成の拡大。所得制限な

し。 

府内、市町村の拡充状況や本市の

財政状況を見極めつつ、拡充策を

検討。 

拡充 
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（２）就学前保育の充実● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

就労形態の多様化などに伴う多種多様な保育ニーズに対し、保護者の就労形態や子ど

もの状況に応じたきめ細やかで柔軟な保育サービスのより一層の充実をめざします。 

また、平成 27 年度から実施される子ども・子育て支援新制度を見据え、保護者の就

労状況に関わらず、すべての子どもに質の高い教育・保育が提供され、保護者ニーズに

も応えることができるよう、地域の子育て家庭の状況や、子育て支援へのニーズをしっ

かり把握し、認定こども園・小規模保育といった様々な施設・事業などの支援メニュー

の中から、地域のニーズに見合ったものを計画的に整備し、実施していきます。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①アクションプログラム 

 
子どもの健康及び安全の

確保 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

職員の資質向上を図る。 充実 

 
保育士・幼稚園教諭の資

質・専門性の向上 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

乳幼児期における「学び」と「発

達」を保障するために、職員の質

の向上を図る。 

拡充 

 

保育実践の改善・向上 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

就学前教育・保育の実践プログラ

ムの作成に向け、保護者・教師・

保育士等のアンケート調査を実

施し、状況・課題についてまとめ

を作成。 

保育所、幼稚園、小学校の連携を

推進。交流・研修会を実施。 

拡充 

 

 
子育て支援プログラム

「ファンフレンズ」 

子育て総合支援

センター 

保育所（園）幼稚

園 

ファシリテータ養成講座を実施。 拡充 

②保育体制の整備 

 

認可保育所の整備 子ども政策課 

市内に合計１０カ所の認可保育

所があり、定員 1,050 人を確保。 

ニーズに対応すべく定員数を増

加。 

拡充 

一時預かり事業（再掲） 子ども政策課 
7 か所で実施。 

今後も事業の拡充 
拡充 

特定保育事業（再掲） 子ども政策課 
３か所で実施 

施設開所に伴い拡充 
拡充 

幼稚園の預かり保育（再

掲） 

子ども政策課 

幼稚園 

４か所で実施 

ニーズ量に対応すべく拡充 
拡充 
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事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

③保育サービスの多様化 

 
病児・病後児保育事業 

（病児保育）（再掲） 
子ども政策課 

平成 25 年５月より病児保育を実

施１か所で実施。 
充実 

 
病児・病後児保育事業 

（病後児保育）（再掲） 
子ども政策課 

４か所で実施。 

利用度が非常に尐ない状況のた

め検討 

検討 

 

病児・病後児保育事業 

（体調不良児対応型）（再

掲） 

子ども政策課 
４か所で実施。 

必要度が高く推進する。 
拡充 

 一時預かり事業（再掲） 子ども政策課 7 か所で実施。 充実 

 特定保育事業（再掲） 子ども政策課 
３か所で実施。 

施設開所に伴い事業の拡充 
拡充 

 障がい児保育 子ども政策課 
公・民すべての保育所・市立幼稚

園において障がい児保育を実施。 
充実 

 延長保育 子ども政策課 

早朝 7時から 20 時まで開園５カ

所、19 時までの開園 5カ所と保

護者のニーズによって選択しや

すい延長保育事業を実施。 

拡充 

 休日保育の調査・検討 子ども政策課 実施に向けて検討。 拡充 

 なわてふれあい教室 子ども政策課 
市内の各小学校 7校で親の就労

に関わらず、全学年を対象に実施 
継続 

④保育サービスの第三者評価への取組み 

 

保育施設の自己点検 保育所（園） 
保育所の保健的環境や安全の確

保などについて自己点検を実施。 
拡充 

苦情解決システムの整備 保育所（園） 
公・民すべての保育所（園）にお

いて周知を図る。 
充実 

第三者評価の実施 保育所（園） 
公・民すべての保育所（園）にお

いて検討。 
拡充 
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（３）情報提供と相談体制の充実● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

すべての子育て家庭が、丌安や負担を抱え込むことなく、ゆとりをもって子育てがで

きるように、身近なところで子育てについて相談できるよう、様々な場所での相談や情

報提供を行い、保護者の育児負担の軽減を図ります。 

子育て支援サービス機関相互の連携を図り、親の子育てに対する丌安にタイムリーに

対応できるようにしていきます。 

 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①子育て・子育ち支援のネットワークづくり 

 

ファミリー・サポート・ 

センター事業 

子育て総合支援

センター 

平成 26 年１月 31 日現在 

会員数 459 人、活動件数 958 件 
継続 

子育て応援ハンドブック

の作成 

子育て総合支援

センター 

子ども政策課 

平成 25 年度は印刷はせず、26 年

度印刷を予定。 
継続 

子育てサロン・サークル

の支援 

子育て総合支援

センター 

サークル支援連絡会を３回実施。 

イベント実施の支援を行う。 

出前保育 ８回実施 

継続 

わんぱくっこ育成推進会

議 

子育て総合支援

センター 

田原地区の子育て支援状況の情

報共有をするため平成 25 年度は

４回実施。 

継続 

②つどいの場づくり 

 

つどいの広場事業 

子育て総合支援

センター 

子ども政策課 

4 か所で実施。 継続 

なわてふれあい教室 地域教育課 7 か所において実施。 継続 

公立幼稚園施設の地域開

放 

子ども政策課 

幼稚園 
継続して実施。 継続 
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（４）次代を担う親の育成● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

次代の親となっていく子どもたちが、好ましい道徳性や生活態度を身につけ、男女が

協力して家庭を築き、子どもを生み育てることの大切さなどについての理解が深まるよ

う、学習の機会を提供していきます。 

 

 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①未来の「親」の育成 

 

乳幼児ふれあい体験 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

公・私立保育所、幼稚園において

中学、高校生体験学習を実施。 
継続 

母子保健と連携した思春

期性教育 

学校教育課 

保健センター 

赤ちゃん人形等の貸し出しを継

続して実施。 
継続 

薬物乱用や喫煙・飲酒に

対する学習機会の充実 

学校教育課 

保健センター 

全小・中学校において薬物乱用防

止教室を実施。妊娠届提出時に禁

煙啓発パンフレットを配布。 

継続 

②人権意識の醸成 

 

男女平等教育 学校教育課 
性差感、性別役割分担意識がない

よう教育活動の点検。 
継続 

人権教育プログラム 
学校教育課 

人権政策課 

人権教育基本方針を内容とした

人権教育施策の実践。 
継続 

人権意識の啓発 
学校教育課 

人権政策課 
行政職員研修会や講演会を開催。 継続 
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（５）子どもの生きる力の育成に向けた教育環境の整備● ● ● ● ● ● ● ● ●  

子どもたちが社会の変化の中で、主体的に生きていくことができるよう、知識・技術

はもとより、学ぶ意欲、思考力、表現力、問題解決能力などまで含めた確かな学力を身

につけられるよう、地域の実態を踏まえて、学校などで創意工夫をしながら、子ども一

人ひとりに応じたきめ細かな指導ができるようにしていきます。 

また、小学校生活への円滑な接続をめざした共通の見通しが持てるよう保幼・小連携

を強化します。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①子どもの生きる力の育成 

 

スクールカウンセラー

（中学校） 
学校教育課 

4 中学校に配置、中学校区として

活動。生徒の心のケアや保護者の

悩みや相談などに対応。 

継続 

スクールボランティア

（なわてフレンド：適

応指導教室） 

学校教育課 
不登校児童・生徒への支援事業を

実施。 
継続 

不登校児童に対するネ

ットワーク 
学校教育課 

子どもサポート対策プロジェク

トチームを設置して対応。 
継続 

渡日児童生徒の自立支

援 
学校教育課 

スクールボランティアを活用し

て渡日児童生徒の自立支援。 
継続 

子どもの支援対策プロ

ジェクト 

（教育相談）（適応指導

教室） 

学校教育課 

教育センターを立ち上げ、 

教育相談・適応指導教室を運営、

推進。 

拡充 

問題行動への対応 学校教育課 
児童一人ひとりの自尊心を養う

きめ細かな対応を実施。 
継続 

課題を抱えた家庭への

総合的支援 
学校教育課 

子どもサポート対策プロジェク

トチームを中心に連携。 
継続 

学校評議員の設置 学校教育課 
学校評議員制度として、適宜会議

を開催。 
継続 

幼児教育の自己点検・

自己評価 
幼稚園 公立・私立幼稚園において実施。 継続 

教員資質向上プログラ

ム 
幼稚園 

教職員向け研修会を実施。 

保・幼連携研修の実施。 
拡充 

保・幼・小の連携 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園、小学校 

公・私立保育所・幼稚園・小学校

の連絡会議実施。保・幼・小連携

を推進し・交流、研修を実施。 

拡充 

幼稚園の整備 
子ども政策課 

幼稚園 

福祉と教育との連携連絡会を実

施。 

認定子ども園の検討。 

拡充 
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２ 子どもの権利擁護の推進 

＜子どもプロジェクト 基本方針＞ 

 

 

 
 

＜子どもプロジェクトの取り組み＞ 

推進施策 施策概要 実施状況 

引きこもり対策の組織化 市民参画の取組み体制の確立 平成 26 年度設立 

子ども基本条例の制定 子どもに関わる取組みを制度化 平成 27 年度制定 

子ども会議の設置 子どもの率直や疑問・意見を施策に反映 平成 29 年度実施 

 

（１）児童への権利侵害対策の充実● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

「四條畷市子ども基本条例」の理念や考えを踏まえ、子どもの権利を守る取り組みを

総合的に進めていきます。 

育児丌安や児童虐待の早期発見に努め、訪問等による援助・育児指導や相談体制の充

実を図るとともに、適切な対応ができるよう関係機関と連携し、子どもの権利擁護、虐

待親への指導、家族関係修復支援などを、効果的・効率的に実施できるネットワーク体

制の強化を図ります。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①虐待予防から予後の家庭支援まで 

 

虐待相談 
子育て総合支援

センター 
市民や関係機関からの通告、相談 継続 

虐待予防啓発 
子育て総合支援

センター 

関係機関や市民団体などと児童

虐待防止街頭キャンペーンを実

施。 

関係機関への個別研修の実施を

検討する。 

拡充 

こんにちは赤ちゃん事業 保健センター 

民生委員、児童委員の協力もと、

生後 4か月までの乳児のいる家

庭に全戸訪問を実施 

継続 

養育支援訪問事業 
子育て総合支援

センター 

子育ての支援等が必要な家庭に、

子育て支援員が訪問し、子育てに

関する相談や沐浴やおむつ交換、

遊び方など具体的な支援を実施 

継続 

世代間交流事業の拡充 地域教育課 
放課後の時間帯を活用して放課

後子ども教室の実施。 
継続 

 

 

子どもの権利擁護を推進  
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事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

 

要保護児童対策ネットワ

ーク会議 

子育て総合支援

センター 

要保護児童対策ネットワーク会

議で研修を継続して実施。 
継続 

つどいの広場事業（再掲） 

子育て総合支援

センター 

子ども政策課 

３か所で実施。 充実 

②虐待防止ネットワーク活動の充実 

 

虐待防止ネットワークへ

の主任児童委員の参画 

子育て総合支援

センター 

見守り依頼件数：10 世帯（24 人） 

定例会等：11 回参加予定。 
継続 

四條畷市子ども家庭サポ

ーター連絡会（愛称：な

ないろねっと）（再掲） 

子育て総合支援

センター 
子育て講座を 2回実施 継続 

③いじめ、体罰等への対応 

 

（いじめ、体罰などへの

対応）教職員の研修 
学校教育課 

いじめについて、毎学期に調査を

実施。 

体罰については、職員会議などで

注意喚起。 

継続 

（いじめ、体罰などへの

対応）児童・生徒への相

談窓口の周知 

学校教育課 継続して実施。 継続 

不登校児童に対するネッ

トワーク（再掲） 
学校教育課 

子どもサポート対策プロジェク

トチームを設置して対応。 
継続 

 

（２）障がいのある子どもの施策の充実● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

障がいのある子どもとその家庭に対して、一人ひとりの障がいの状況に応じた、きめ

細かい支援を行えるよう、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、

総合的な取り組みを推進します。 

また、発達障がいを早期に発見するとともに、障がいのある子どもに関する情報の集

約を図り、利用者のニーズに合った支援が行えるフォロー体制の強化を図ります。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①地域で共に育つ環境整備 

 

障がい児保育（再掲） 子ども政策課 
公・民すべての保育所・市立幼稚

園において障がい児保育を実施。 
継続 

人権意識の啓発（再掲） 
学校教育課 

人権政策課 
行政職員研修会や講演会を開催。 継続 
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事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

 
地域で支えあう関係づく

り 

子育て総合支援

センター 

生活福祉課 

小地域ネットワーク活動として

社会福祉協議会を母体に援助活

動中。 

継続 

 

保・幼・小連絡会（市町

村障がい児関連施策連絡

協議会） 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園、小学校 

公・民、すべての保・幼・小連絡

会議を実施。 

公・民保育所、幼稚園、小学校の

連携の推進 

拡充 

②子育て支援の総合的な対応力の強化 

 

子育て関係機関連絡会 

障がい福祉課 

子育て総合支援

センター 

連絡会を年間１１回開催、内研修

会を２回実施。 
継続 

要経過観察児に対する対

応力の強化 

子育て総合支援

センター 

保健センター 

くすの木園 

１歳半健診フォロー、３歳半健診

フォローを実施。 
継続 

家庭児童相談機能の充実

（再掲） 

子育て総合支援

センター 

研修を受講し、相談機能の充実を

図る。 
継続 

障がい児ケアシステムの

整備 

子育て総合支援

センター 

保健センター 

障がい福祉課 

くすの木園における療育の実施。

児童発達支援センタ―への移行

などについて、庁内の障がい児施

策検討委員会での検討を実施。 

さらに、子育て関係機関連絡会や

障がい者自立支援協議会での課

題の抽出と解決への検討を実施。 

障がい者自立支援協議会にて、課

題の検討、ネットワークの構築を

実施。 

継続 

③地域のリハビリテーション体制の充実 

 
地域リハビリテーション

体制の充実 
保健センター 

乳幼児から高齢者まで必要に応

じて関われる体制を整備。 

今後、児童発達支援センタ―への

移行に関連し、特に障がい児への

体制強化を検討。 

拡充 

④在宅福祉サービスの充実 

 

ホームヘルプサービス 障がい福祉課 継続して実施。 継続 

ガイドヘルプサービス 障がい福祉課 継続して実施。 継続 

ショートステイ 障がい福祉課 継続して実施。 継続 

デイサービス 
障がい福祉課 

くすの木園 
継続して実施。 継続 

 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

58 

（３）ひとり親家庭などの自立支援● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

四條畷市ひとり親家庭等自立促進計画 

 

四條畷市では、ひとり親家庭等の自立支援策の推進に努める「四條畷市ひとり親家庭

等自立促進計画」を、国における母子及び寡婦福祉法による基本方針の改正されたこと

などを踏まえ、「なわて子どもプラン（四條畷市次世代育成支援地域後期行動計画）」の

中で示すことにより、総合的な事業展開を図ってきました。引き続き、本計画において

もひとり親家庭等の自立を促進するための支援のあり方や施策の方向性を示していきま

す。 

 

「四條畷市ひとり親家庭等自立促進計画」の基本理念 

ひとり親家庭等が社会を構成するひとつの家族形態であるという考え方を基本に、ひ

とり親家庭の親が安心して子育てをしながら、自らの力を発揮し、安定した生活を営む

ことができるとともに、子どもたちが健やかに育つことができるようなまちづくりをめ

ざすことを基本理念とします。 
 

「四條畷市ひとり親家庭等自立促進計画」の基本的視点 

 

① 人権尊重の視点 

ひとり親家庭等であることで、固定的な観念により、差別を受けたり、丌利益を被る

など、人権侵害を受けやすい状況に置かれており、一人の人間として、それぞれの生き

方や個性、価値観などの違いを認め合い、お互いが尊重される社会であることが必要で

あり、人権尊重を第一の視点とします。 
 
 

② 子どもの視点 

子どもが当事者であるという視点に立ち、子どもの意見を尊重し、子どもがたくまし

く人生を歩む力や人の痛みがわかる心を育てられるよう、子どもの視点を重視します。 
 

③ 自立を支援する視点 

親と子が生きがいに満ち、安定した生活を送るためには、本人が自分の持つ能力や、

地域の様々な物的・人的資源、関係する諸制度や情報等を利用し、自らの選択に基づい

て生活の設計を立てていくことが大切で、親自らがその能力を発揮して生活ができるよ

う、社会全体で支援する視点を重視します。 
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ひとり親家庭等の現状（アンケート調査結果より） 

①自身及び子どもについての困りごと 

自身の困りごとについては、「就労収入が尐ない」の割合が 50.4％と最も高く、次い

で「家賃が高い」「児童扶養手当が尐ない」など家計に関する内容が多くなっています。 

子どもの困りごとについては、「教育･進学（経済的理由）」の割合が 48.8％と最も高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自身の困りごと】 

 

【子どもの困りごと】 

 N = 258 ％

住居( 家賃が高い)

住居( 狭いなど住環境が悪い)

家計( 就労収入が尐ない)

家計( 児童扶養手当が尐ない)

家計( 年金が尐ない)

仕事

家事

健康

医療費が高い

親族の介護･ 健康

その他

特に悩みはない

無回答

28.3

20.2

50.4

26.4

1.6

20.5

13.6

18.6

1.9

7.8

3.1

5.8

12.4

0 20 40 60 80 100
N = 258 ％

しつけ

教育･ 進学（経済的理由）

教育･ 進学（その他の理由）

就職

非行・問題行動

不登校・ひきこもり

健康

食事･ 栄養

結婚問題

その他

特に悩みはない

無回答

24.4

48.8

21.7

8.1

3.1

4.7

5.8

6.2

1.2

3.5

18.6

10.1

0 20 40 60 80 100
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②自立や生活の安定を図るために望む支援策 

自立や生活の安定を図るため

に望む支援策について、「年

金・児童扶養手当の拡充」「子

どもの就学援助の拡充」の割

合が 43.8％と最も高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

N = 258 ％

気軽に相談できる場所や相談体
制の充実

夜間・土日祝日における相談体
制の拡充

子育てに関する相談窓口の拡充

就労に関する情報提供・相談窓
口の拡充

当事者同士で情報交換・相談が
できる場の充実

各種制度・ｻｰﾋﾞｽ に関する広報
の充実

保育所優先入所の推進、延長・
休日・一時保育の充実

病( 後) 児保育の充実

年金・児童扶養手当の拡充

児童扶養手当の所得要件を本人
のみに限定するなど要件緩和

子どもの就学援助の拡充

子どもの学習支援

正規雇用での就労機会の拡充

母子家庭の母等の雇用を促進す
る企業への支援

職業訓練・受講料補助など経済
的支援の拡充

職業訓練や技能講習など機会の
充実

家事･ 子育て援助ヘルパー等の
充実

医療費負担の軽減

公営住宅の増設・優先入居の推
進

ひとり親家庭等の人権施策の推
進

その他

無回答

16.3

20.5

9.3

14.3

1.9

11.6

13.6

9.3

43.8

16.3

43.8

10.5

21.7

20.9

11.6

7.8

6.2

18.6

20.5

6.2

1.9

20.2

0 20 40 60 80 100
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「四條畷市ひとり親家庭等自立促進計画」の施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭の個別のニーズに応えるとともに、関係機関と連携をしながら、ひとり

親に対する相談体制や情報提供体制の充実を図ります。 

また、子育てや生活支援、就業支援、経済的支援等、総合的な支援に努め、自立に向

けた制度の充実を図ります。 
 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①ひとり親家庭に対する相談体制の充実 

 

相談体制の充実 手当医療課 

母子自立支援員を配置し、ひとり

親相談体制を確立。 

相談体制や情報提供体制の充実

を図る。 

充実 

養育費の確保策の強化 手当医療課 

養育費の取得促進に関する啓発

や相談などの支援を行うための

母子自立支援員を対象にした研

修を推進。 

関係機関との連携を図る。 

充実 

②ひとり親家庭に対する生活支援 

 

母子家庭自立支援給付 

金事業 
手当医療課 

高等技能訓練、自立支援教育訓練

給付の実施。 

生活基盤の確立に向けた情報提

供を行う。 

充実 

父子家庭等介護人派遣事業 手当医療課 
大阪府の母子家庭等日常生活支

援事業と連携。 
継続 

③ひとり親家庭に対する経済的支援 

 

児童扶養手当 手当医療課 

国の制度に沿って母子家庭、父子

家庭を対象に実施。 

相談体制や情報提供の充実を図る。 

充実 

ひとり親家庭医療助成制度 手当医療課 
大阪府の制度に沿って医療費助

成を実施 
継続 

・相談機能・情報提供の充実 

・養育費の確保の推進 

【個別施策】 

・就業支援の推進 

・安定した就業に向けた能力の開発 

・子育て支援策の推進 

・生活支援策の推進 

・ひとり親家庭の医療費助成制度 

・経済的負担の軽減 

・人権啓発の取組み 

・地域におけるサポート体制の充実 

【基本的な目標】 【三つの基本的視点】 

基
本
理
念 

 
人権尊重 

の視点 

子どもの 

視点 

自立を支援

する視点 

 

相談体制の充実 

生活支援 

経済的支援 

人権尊重の社会づくり 
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３ 母と子どもの健康の確保と増進 

＜子どもプロジェクト 基本方針＞ 

 

 

 

＜子どもプロジェクトの取り組み＞ 

推進施策 施策概要 実施状況 

子ども医療費助成制度の拡充 子どもたちの健やかな育ちを側面から支援 平成 27 年度拡充 

親子で健康チャレンジ 親子での健康づくり活動を支援 平成 26 年度実施 

 

（１）健診等と連携した子育て支援● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

妊婦健康診査・乳幼児健診等の母子保健における健康診査、新生児訪問・乳児家庭全

戸訪問事業等の訪問等の充実を図り、健康相談・健康教育等に繋げ母子保健事業の一連

の流れの中で子育て支援の充実を図っていきます。また、これ等を通じて必要な支援に

つなげられるよう関係機関との連携の更なる強化を図ります。 

乳幼児期からの食生活は生涯を通じての健康づくりの基礎となるため、健康的で主体的

な食習慣が形成できるよう健康相談・健康教育等さまざまな機会を通じて食育を推進します。 
 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①健診等の推進 

 

乳幼児健診の充実 保健センター 
4 か月健診、1歳半健診、3歳半健

診など継続して実施。 
継続 

こんにちは赤ちゃん事業

（再掲） 
保健センター 

民生委員、児童委員の協力もと、

生後 4か月までの乳児のいる家庭

に全戸訪問を実施 

継続 

②「食育」の推進 

 

食に関するネットワーク

を活かした事業 
保健センター 

市民のつどい参加、食育媒体なわ

てレンジャ－着ぐるみの貸し出

し、ぱくぱく通信の発刊。 

継続 

「楽しく食べる」食生活

の実践 
保健センター 

だしのとり方、伝統食等の食育ク

ッキング講座の実施。 
継続 

育児・栄養相談 保健センター 
栄養相談（110 人）、育児相談（515

人） 
継続 

親子クッキング講座 保健センター ２回実施（40 人参加） 継続 

キッズ講座 保健センター ３回実施（63 人参加） 継続 

子どもの健康増進を支援  
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（２）子どもや母親の健康の確保● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

妊娠期、出産時、新生児期及び乳幼児期を通じて、子どもや母親、保護者の健康が確

保されるよう、妊婦健康診査、乳幼児健診等の母子保健における健康診査、相談、訪問

指導及び事後フォローの充実を図り、疾病や障がいの早期発見に努めます。 

 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①子どもや母親の健康の確保 

 

にっこにこ教室 保健センター 育児教室事業を３回実施。 継続 

タッチケア教室 保健センター 

赤ちゃんの発達の促進と情緒を安

定させる親子のきずなを深めるこ

と及び交流を目的に６回実施。 

充実 

乳幼児健診の充実（再掲） 保健センター 

4 か月健診、1歳半健診、3歳半健

診など継続して実施。 

発達障がい児等の早期発見のた

め、問診項目等内容の見直しや未

受診者へのフォロ―体制の強化等

更なる充実を図る。 

拡充 

家庭での事故防止の普及

啓発 
保健センター 継続して普及啓発を実施。 継続 

②小児医療の充実 

 

予防的取組みの充実 保健センター 予防のための知識の普及を図る。 継続 

小児医療に対する情報提

供の充実 
保健センター 

新生児訪問、まめぴよ教室、4か

月健診などで周知・啓発を実施。 
継続 

こんにちは赤ちゃん事業 保健センター 

民生委員、児童委員、保健師、助

産師が生後 4か月までの乳児のい

る家庭に全戸訪問を実施。 

継続 
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４ 家庭と仕事の両立の支援 

 

＜子どもプロジェクト 基本方針＞ 

 

 

 

 

＜子どもプロジェクトの取り組み＞ 

推進施策 施策概要 実施状況 

子育て人材バンク制度 カテゴリや有資格別に人材を登録 平成 27 年度実施 

ファミリー・サポート・センタ

ー利用補助 
住民同士で気軽に育児支援 平成 27 年度実施 

子ども情報サイトの創設 
子どもに関する情報を集約し、気軽に利用

できる交流の場を整備 
平成 26 年度開設 

 

 

（１）男女共同参画への意識づくり● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

尐子高齢化の進行や共働き家庭の増加による多様な子育てニーズ・要望への対応、仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進強化、複合的な困難を抱える男女

への支援など新たな課題に対応しながら、男女共同参画社会の実現に向けた諸事業の実

施と、さまざまな啓発活動を通して、男女共同参画社会の実現をめざしていきます。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①男女共同参画への意識づくり 

 

男女共同参画社会の実

現に向けた意識啓発 
人権政策課 

男女共同参画週間にセミナーDⅤネ

ットワーク会議開催。 

男女共同参画都市宣言記念事業講演

会、フォーラムを実施。 

充実 

男女共同参画推進計画

進捗管理 
人権政策課 

男女共同参画推進計画について、男

女共同参画審議会で進捗管理を実

施。 

継続 

男女平等教育 人権政策課 
男女川柳の募集や男女共同参画講座

を通して啓発を実施。 
継続 

人権教育プログラム（再

掲） 
学校教育課 

人権教育基本方針を内容とした人権

教育施策の実践。 

２６年四條畷市教育振興ピジョンに

基づく人権教育施策の実践。 

充実 

 

仕事と子育ての両立を実現  
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（２）就業環境改善への働きかけ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

保護者が、産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保育事業

を利用できるよう、休業中の保護者に対して情報提供を行うとともに、計画的に教育・

保育施設、地域型保育事業を整備します。 

また、特定事業主行動計画の推進など、事業者に対して働きかけを行っていきます。 

 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①就業環境改善への働きかけ 

 

事業主への啓発活動 

産業観光課 

商工会等の関係団体協力のもと事

業主に対しチラシ等で周知を実

施。 

継続 

人権政策課 

男女共同参画事業について事業所

人権連絡会に後援協力を要請する

とともに各事業所、職員に周知を

実施。 

継続 

四條畷市特定事業主行動

計画の策定 
人事課 

妊娠した職員や子どもが出産した

男性職員・女性職員に対して特別

休暇等の取得促進を図るため、制

度や取得方法について周知する。 

継続 

②子育て中の親に対する再就職支援 

 

保育付き再就職支援講座

の開催 
産業観光課 

パソコン講座を引き続き実施し、

就職支援を行う。 
継続 

商工会ホームページへの

求人情報の掲載 
産業観光課 

公の場所においての掲示や、電光

掲示板を利用して情報を提供して

いる。 

継続 
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（３）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進● ● ● ● ● ●  

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の意義および重要性ならびに市民、

事業者、行政が一体となって取り組むことの必要性について啓発を推進し、その定着を

図ります。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①ワーク・ライフ・バランスの啓発 

 

男女共同参画社会の実現

に向けた意識啓発（再掲） 
人権政策課 

男女共同参画週間にセミナーDⅤ

ネットワーク会議開催。 

男女共同参画都市宣言記念事業

講演会、フォーラムを実施。 

継続 

男女平等教育（再掲） 人権政策課 
男女川柳の募集や男女共同参画

講座を通して啓発を実施。 
継続 

②保育サービスの多様化 

 

病児・病後保育事業 

（病児保育）（再掲） 
子ども政策課 

平成 25 年５月より病児保育を実

施。 

１か所で実施。 

充実 

病児・病後児保育事業 

（病後児保育）（再掲） 
子ども政策課 

4 か所で実施。 

利用度が非常に尐ない状況のた

め検討。 

検討 

病児・病後児保育事業 

（体調不良児対応型） 

（再掲） 

子ども政策課 
４か所で実施 

必要度が高く推進する 
拡充 

一時預かり事業（再掲） 子ども政策課 
7 か所で実施。 

施設開所に伴い拡充 
拡充 

特定保育事業（再掲） 子ども政策課 
３か所で実施。 

施設開所に伴い拡充 
拡充 

延長保育 子ども政策課 

早朝 7時から 20 時まで開園５カ

所、19 時までの開園 5カ所と保

護者のニーズによって選択しや

すい延長保育事業を実施。 

拡充 
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５ 子どもが安心・安全にくらせるまちづくり 

 

 

＜子どもプロジェクト 基本方針＞ 

 

 

 

＜子どもプロジェクトの取り組み＞ 

推進施策 施策概要 実施状況 

公立保育所の大規模改修 快適な環境のもと、健やかな保育を実現 平成 26 年度実施 

公園遊具の更新 安心・安全な公園遊具の提供 平成 26 年度実施 

 

（１）安心して外出できる環境の整備● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

妊産婦、乳幼児連れの人などへの子育て支援だけでなく、高齢者、障がい者などを含

めたすべての人が安心して外出できる環境整備に努めます。 

また、より子育てしやすいまちをめざして、公園の整備、公共交通機関のバリアフリ

ー化などをすすめていきます。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①安心して外出できる環境の整備 

 

道路・公園などでの点字

ブロック敷設・歩道の設

置とフラット化 

建設課 
歩道整備延長、点字ブロック敷

設。 
継続 

公共施設・民間施設のバ

リアフリー化の推進 
建設課 公共施設の改修。 継続 

交通安全の推進 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

警察から保育所・幼稚園に出向い

てもらい安全教室を実施。 
継続 

 

（２）子どもを犯罪などの被害から守るための活動の推進● ● ● ● ● ● ● ●  

子どもを事敀から守るため、交通安全に関する教育を行うとともに、市民の自転車の

運転マナー、交通安全意識の向上を図っていきます。 

また、警察、行政、保育所、学校園、地域等の連携や協力による子どもを犯罪等の被

害から守るための活動を推進し、危機管理を強化します。 

安心・安全な環境を整備  



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

68 

 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

 

犯罪など情報の共有化の

推進 
学校教育課 

安まちメールの活用とファクス

ネットワークの共有化。各学校に

おけるメール配信サービスの活

用。 

充実 

子どもを対象とした防犯

指導の実施 

学校教育課 

保育所・幼稚園 

保・幼・小・中で不審者侵入を想

定した訓練の実施。 
充実 

地域の自主防犯体制の推

進 
学校教育課 

地区の防犯委員等による地域見回

り及び学校安全協議会による学校

受付業務など、防犯活動を実施。 

継続 

「こども 110 番の家」の

設置促進 
学校教育課 

地域教育協議会を中心に、「子ど

も 110 番」運動を推進。 
継続 

 

（３）すごしやすい保育・教育環境の確保● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

子ども・子ども連れの親（保護者）などが、安全・安心に通行できるとともに、すべ

ての人が安心して公園等を利用できるよう都市環境を整備していきます。また、親の育

児に対する経験丌足から生じる子どもの病気時の丌安を取り除き、落ち着いて子どもの

状態に応じた家庭看護ができるよう、相談体制などを整備していきます。 

 

事業名 担当課 
平成 25 年度の現状及び 

今後の取り組み 

平成 31 年 

目標 

①すごしやすい保育・教育環境の確保 

 

公共施設・民間施設のバ

リアフリー化の推進（再

掲） 

建設課 公共施設の改修。 継続 

交通安全の推進（再掲） 

子ども政策課 

保育所（園） 

幼稚園 

警察から園に出向いてもらい安

全教室を実施。 
継続 

②相談の場づくり 

 

子育てサロン・サークル

の支援（再掲） 

子育て総合支援

センター 

サークル支援連絡会を３回実施。 

イベント実施の支援を行う。 

出前保育 ８回実施 

継続 

つどいの広場事業（再掲） 

子育て総合支援

センター 

子ども政策課 

4 か所で実施。 充実 

なわてふれあい教室（再

掲） 
地域教育課 7 か所において実施。 継続 

公立幼稚園施設の地域開

放（再掲） 

子ども政策課 

幼稚園 
継続して実施。 継続 
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第７章 計画の推進体制 

１ 行政機関の連携 

平成 27 年から始まる子ども・子育て支援新制度の取り組みに向けては、新たに「子

ども・子育て実務者会議」を設置しており、0 歳から 18 歳までの子ども・子育て支援

に関わる事項等について検討する場としています。 

本市では、これまで子育て・子育ちに関わる機関を中心に構成される「子育て関係機

関連絡会」において、子育て支援に関する幅広い討議が行われていますが、子ども・子

育て実務者会議は、これら連絡会等の上位組織として位置づけ、

子育て等に関する見解や方向性を検討したうえで、諮問機関であ

る子ども・子育て会議において諮っていくなど、子育て・子育ち

の支援施策などに対して、市民にわかりやすい施策の展開を進め

ていきます。 

なお、計画に掲げる取り組みについては、市が単独で実施でき

るもののほかに、制度や法律に基づく事業もあるため、国や府、

近隣市との連携を深め、必要に応じて協力要請を行い、計画を推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市民や地域との連携 

子どもや子育て家庭をとりまく、保育所、幼稚園、学校、地域住民、事業者など多様

な主体が、それぞれ責任を持って子どもの育ちをサポートしていく体制の整備、そのた

めに必要な各主体への呼びかけ、啓発、参加促進、環境整備などを行い、市民や地域と

の連携のもと計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

写真 



  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

70 

３ 計画の進行管理 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課を中心に具体的施策の進行状況

について把握するとともに、「四條畷市子ども・子育て会議」にて、施策の実施状況や、

これに係る費用の使途実績等について点検、評価し、この結果を公表するとともに、こ

れに基づいて対策を実施するものとします。 

この計画の進行管理は、「ＰＤＣＡサイクル」による「継続的改善」の考え方を基本と

します。 

 

 

Ｐ＝ＰＬＡＮ（プラン） 

（具体的な施策など） 

Ｄ＝ＤＯ（ドゥ）（実行） 

Ｃ＝ＣＨＥＣＫ（チェック） 

（点検・評価） 

Ａ＝ＡＣＴＩＯＮ（アクション） 

（見直し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の策定（見直し） 

ＰＬＡＮ 

 

施策の実施、教育・保育の確保 

 

四條畷市子ども・子育て会議

における毎年の点検・評価 

 

取り組みの見直し、改善 

ＡＣＴＩＯＮ ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 


